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＜要旨本文＞ 

 

法人が会社経理上、役員に対する賞与として認識していない場合に、課税当局がその支

出を実質的に役員に対する賞与と認定して課税処分する実務（以下「認定給与」と呼ぶ。）

が行われることがある。特に、最近の問題として、役員の横領行為による金員の領得を賞

与と認定した判決がいくつか出されている。 

大阪高裁平成 15 年 8 月 27 日判決は、先の民事訴訟で横領行為を行った理事長に対する

損害賠償請求権が確定しているにもかかわらず、続く租税訴訟では、税法上損害賠償請求

権を否定し、賞与に該当するという旨の判断がなされており、同一の事実について、私法

上の判断と税法上の判断との間に齟齬を来たしているものである。 

この問題が生じている理由として、現行の課税実務は、法人が与えた経済的利益がたま

たま役員等に対するものであった場合に認定給与としており、認定給与の理論的な側面か

らの検討がなされていないことや、役員の横領行為があった場合の課税関係についても、

十分に理論的な判断基準が明らかにされておらず、従前の裁判例においても必ずしも整合

性のある取扱いがなされているとはいえないことにある。 

したがって、本論文では、納税者の予測可能性の観点から役員の横領行為があった場合

の認定給与のあり方について検討を行う。 

第１章では、問題意識を論じた上で、役員の横領行為が生じた場合の取扱いについて刑

法及び民法上の取扱いを説明した。加えて、それらに対する税務上の基本的な取扱いの説

明を行い、私法上と税務上との間に齟齬が生ずる場面を具体的に論じ、課税上の問題点に

ついて述べた。 

第２章では、大阪高裁判決の賞与認定の論拠について検証を行った。その結果、大阪高

裁判決は、理事長が法人を実質的に支配していることをもって、理事長の行為を法人の行

為と認定し、賞与と認定しているものであった。しかし、実質的な支配権のみを理由に賞

与と認定することについては、民事訴訟により確定した損害賠償請求権を否定する具体的

な根拠とはいえず、認定給与の論理として不十分なものであったといえる。 

第３章では、横領行為を含む認定給与の課税理論や学説等の整理した上で、学説上の認

定給与となる場面の類型を大阪高裁判決に当てはめ、学説上で指摘する認定給与の一類型

に該当するか否かを検証行った。 

学説上の認定給与となる場面の学説を概観すると、基本的には、「法人が役員に対して金

員等を支払うことについて明示又は黙示的な意思を有していること」を前提としているも

のと思われ、大阪高裁判決を学説上の認定給与となる場面の類型に当てはめて検証を行っ

た結果、いずれも大阪高裁判決には該当しないものであったといえる。 

第４章では、横領行為を含む認定給与の可否について争われた裁判例を考察し、実務的

な側面からの検討を行った。その結果、役員の横領行為の場合に、認定給与となるべき裁

判例とは、法人から役員に金員等が移転していることや、役員が法人を実質的に支配して



いることだけでは足らず、法人が役員に対して金員等を支払うことについて明示又は黙示

的な意思を有していることを認定したときに、認定給与課税が行われることが可能である

という結論に至った。 

ただし、法人の明示又は黙示的な意思とは、客観的な立場から法人の明示又は黙示的な

意思を有しているか否かを判定すべきである。具体的には、①横領発生時における役員の

横領行為について、他の役員（株主）が黙認している状況にあるか、②黙認していないと

すれば、横領発覚後に法人が横領行為を行った役員に対して横領金員を支払うことについ

て追認を行っているか否か、以上の観点から検討を行うべきである。 

また、本論文の検討の結果、大阪高裁判決は、理事長の横領行為の手法が法人の秘密裏

で行われていると推認できること、理事長に対する損害賠償請求権を取得していることか

ら鑑みて、法人の明示又は黙示的な客観的意思を有していないものと認められることから、

大阪高裁判決の認定給与とした判断は妥当でないものと考える。 
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序章 

 

法人の役員が当該法人から支出を受け又は利益を得たものと当該法人が認識した場合に、

法人がその支出又は利益を給与以外の科目で経理上損金処理していたときには、課税当局

がその支出又は利益の供与を実質的に役員に対する賞与と認定して課税処分する実務（以

下「認定給与」と呼ぶ。）が行われることがあり、これにより納税者と課税当局との間で争

いが生ずることがある。特に、認定給与に関する問題の中でも、最近、役員の横領行為に

よる金員の領得を賞与と認定した判決がいくつか出されている。 

役員の横領行為による金員の領得を賞与とした先駆的な裁判例である大阪高等裁判所平

成 15 年 8 月 27 日判決は、先の民事訴訟で横領行為を行った理事長に対する損害賠償請求

権が確定しているにもかかわらず、続く租税訴訟では、税法上損害賠償請求権を否定し、

賞与に該当するという旨の判断がなされており、同一の事実について、私法上の判断と税

法上の判断との間に齟齬を来たしているものである。 

大阪高裁判決の賞与認定の論理は、理事長が法人を実質的に支配していることをもって、

理事長の行為を法人の行為と認定し、賞与と認定しているものである。しかし、実質的な

支配権のみを理由に賞与と認定することについては、民事訴訟により確定した損害賠償請

求権を否定する具体的な根拠とはいえず、賞与認定の論理が不十分であるものと考える。 

このような問題が生じている理由としては、現行の課税実務は、法人の支出が明らかに

労務の対価であることを認定した上で、認定給与とするのではなく、法人が与えた経済的

利益がたまたま役員等に対するものであった場合に認定給与としているものであり、認定

給与の理論的な側面からの検討がなされていないことや、役員の横領行為があった場合の

課税関係について、未だ十分に理論的な判断基準が明らかにされておらず、従前の裁判例

においても必ずしも整合性のある取扱いがなされているとはいえないことにあると思われ

る。 

したがって、本論文では納税者の予測可能性の観点から、学説及び裁判例を通じて検討

を行い、役員の横領行為があった場合の認定給与に対するあり方を示すことを目的とする。 

  

以上の研究目的のもと、本論文は以下の構成により論じていくこととする。 

第１章では、まず本論文における問題意識を論じた上で、法人において役員の横領行為

が生じた場合の取扱いについて刑法及び民法上の取扱いを説明する。加えて、それらに対
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する税務上の基本的な取扱いの説明を行い、その際の課税上の問題点について述べる。 

第２章では、役員の横領行為による金員の領得を役員賞与と認定した先駆的な裁判例で

ある大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決が実際にどのような論拠で、民事訴訟で確定

した役員に対する損害賠償請求権を否定し賞与と認定したのかについて検証し、具体的な

問題点を指摘する。 

第３章では、横領行為を含む認定給与の課税理論や学説等の整理を行う。そして、認定

給与とはいかなるものなのかを確認し、どのような場合に賞与と認定されるのかについて

理論的な側面から考察を行う。また、先行研究では認定給与となる場面の類型を行ってい

ることから、大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決をこれらの学説に当てはめ、学説上

で指摘する認定給与の一類型に該当するか否かを検証する。 

第４章では、第３章における理論的な側面からの検討により、学説上の認定給与となる

場面の論理として、「法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的な意思

があるか否か」という要件を前提に論理構成がなされていると思われることから、「法人か

ら役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的な意思があるか否か」に着目して、

横領行為を含む認定給与の可否について争われた裁判例を考察し、実務的な側面からの検

討を行うこととする。 

終章では、第４章までの検討を踏まえて、役員の横領行為による金員の領得に係る認定

給与のあり方について私見を提示する。また、その結論を基に、大阪高等裁判所平成 15 年

8 月 27 日判決の妥当性について論じ、最後に役員の横領行為による金員の利得に係る認定

給与の問題について若干の提言を述べることとする。 
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第１章 問題の所在及び役員の横領行為に対する法的取扱いと課税上の問題点 

 

第１節 問題の所在 ～役員の横領行為に係る最近の判決状況等から生じた問題点～ 

 

法人の役員が当該法人から支出を受け又は利益を得たものと法人が認識した場合に、法

人がその支出又は利益を役員に対する給与以外の科目で経理上損金処理していたとき1は、

課税当局がその支出又は利益の供与を実質的に役員に対する賞与2と認定して課税処分する

実務が行われることがあり、これにより納税者と課税当局との間で争いが生ずることがあ

る。 

その中でも、役員の横領行為による金員の領得を当該法人から役員に対する賞与として

認定することの可否について争われ、これについて最近、役員の横領行為を役員賞与と認

定した判決3がいくつか出されている。 

一般的に、法人の役員が当該法人の金員等を横領行為によって領得した場合、当該法人

が取るべき民事上の取扱いとして当該役員に対して不法行為による損害賠償請求を行い4、

横領された金員の返還を求めることが想定される。これに対し、役員が横領行為により得

た金員を返還する意思がない場合には、法人は役員に対する損害賠償請求訴訟を提起し、

金員の返還のための民事訴訟を行うことになる。この民事訴訟の結果、損害賠償請求権が

                                                  
1 本論文で扱う裁判例では、役員の横領行為の手法が仕入の水増計上によるものであるた

め、この要件を必要とするが、役員の横領行為の手法が売上除外による金員の領得であっ

た場合には、当該横領行為を税務調査により発覚し、課税当局が賞与と認定した場合には、

この条件は必要とされない。 
2 平成 18 年度法人税法改正により、役員賞与は役員報酬と共に、役員給与としてひと括り

にされ、現行の法人税法では賞与という文言はない。しかし、本論文では、理解をしやす

くするため、損金性の認められない役員への給与については、役員賞与の用語を用いるこ

ととする。一方、役員給与とした場合には、損金性が認められる役員への給与及び損金性

が認められない役員への給与の両方の意味を含むものとする。 
3 大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決（税務訴訟資料 253 号順号 9416）、さいたま地

方裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決（税務訴訟資料 253 号順号 9417）、仙台高等裁判所平成

16 年 3 月 12 日判決（税務訴訟資料 254 号順号 9593）、東京地方裁判所平成 19 年 12 月

20 日判決（判例集未掲載）。 
4 当該法人が株式会社である場合には、不法行為による損害賠償請求ではなく、会社法 423

条に規定される役員等の株式会社に対する損害賠償責任により、役員に対して損害賠償責

任を負わせることができる。 
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認容されたのであれば、税務上においても、役員に対する損害賠償請求権を益金として認

定することが一つの処理方法であると考えられる。 

しかし、近年においては、上記の民事訴訟において、役員の不法な金員の領得が横領行

為と認定され、当該役員に対する損害賠償請求権が認められたにもかかわらず、課税当局

が税務上、損害賠償請求権を認めず、更正処分を行った場合の租税訴訟において裁判官が、

この損害賠償請求権を税務上否定し、役員が横領行為により法人から不法に取得した金員

を、法人から当該役員に対する役員賞与であると認定した事例が見受けられる。 

これらの租税裁判例の問題点は、先の民事訴訟で私法上の事実において役員の横領行為

については、民法における不法行為に該当し、当該横領行為を行った役員は法人に対して

損害賠償を支払う旨の判決が言い渡され、それが確定しているにもかかわらず、続く租税

訴訟で税法上においては、役員の金員の取得を横領行為とは認定せず、役員に対する損害

賠償請求権を否定し、法人から役員に不法に取得した金員は法人から役員への賞与に該当

するという旨の判断がなされているということであり、同一の事実について、私法上の判

断と税法上の判断との間に齟齬が生じていると思われる。 

この問題が生じている理由のひとつとして、現行の課税実務は法人の支出が明らかに労

務の対価であることを認定した上で、賞与とするのではなく、法人が与えた経済的利益が

たまたま役員に対するものであった場合に賞与と認定していること5や、役員の横領行為が

あった場合の課税関係については、未だ十分に理論的な判断基準が明らかにされておらず、

従前の裁判例においても必ずしも整合性のある取扱いがなされているとはいえないこと6に

ある。そこで、役員の横領行為があった場合に、いかなるときに役員賞与となるのかとい

うメルクマールを探ることが必要であると考える。 

問題点の検討をするにあたって、以下にまず、役員の横領行為に係る民法上の取扱い及

び刑法上の取扱いについて整理を行い、また両者の相互関係についてもみてみることとす

る。加えて、役員の横領行為の税務上の基本的な取扱い等についても確認することとした

い。 

                                                  
5 武田昌輔「総説」武田昌輔編『認定賞与・寄附金・交際費等の総合的検討 : 理論と実践』

2 頁（財経詳報社、2004）参照。 
6 大淵博義「判例 法人税法講座(第 13 回)法人税法解釈の判例理論の検証とその実践的展

開 役員等の横領による損失を巡る課税上の諸問題(1)役員等の横領損失と給与認定」税経

通信 62(5) (通号 877)、50 頁（2007）参照。 
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第２節 役員の横領行為に係る民法上の取扱い及び刑法上の取扱い 

 

１．横領行為に係る民法上の取扱い 

 

民法 709 条では「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害

した者は、これによって生じた損害を賠償する責任を負う」として不法行為責任を定め

ている。役員の横領行為は他人の物を不正に横取りする行為のため、民法上の不法行為

に該当する。これを一般的不法行為と呼ぶ。一般的不法行為とは、原則的な不法行為責

任についての規定であり、その特色は原告が被告の故意又は過失を立証しなければ不法

行為責任を問えない過失責任主義にある7。また、一般的不法行為の成立要件として①故

意・過失、②責任能力、③権利・利益侵害、④損害の発生、⑤因果関係（①によって④

がもたらされたこと）、⑥違法性阻却事由のないこと、が挙げられる8。そして、不法行為

の効果は、原則損害賠償であり、賠償方法は金銭賠償となる。 

 

２．横領行為に係る刑法上の取扱い 

  

役員の横領行為があった場合の刑法上の取扱いについては、刑法典 38 章において、横

領罪（刑法 252 条）、業務上横領罪（刑法 253 条）、遺失物横領罪（刑法 254 条）が規定

されている。これらの罪は、他人の所有権を侵害の客体とし、かつ、他人の占有を侵害

しないという点で共通している9。財物に対する罪であるが、他人の占有を侵害すること

をその要素としない点において、窃盗、強盗、詐欺、恐喝の各奪取罪とは異なる。また、

横領の罪は所有権を保護法益とされている。 

その中で、役員の横領行為については、業務上横領罪に該当することになり、業務上

横領罪は、業務において、自己の占有する他人の物を横領したときに成立する。また、

業務上横領罪は占有が業務であることで刑が加重される身分犯である。 

 

                                                  
7 内田貴『民法Ⅱ（第 2 版）』310 頁（東京大学出版会、2007）参照。 
8 内田・前掲注 7、311 頁参照。 
9 林幹人『刑法各論』276 頁（東京大学出版会、1999）。 
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３．両者の関係 

 

これらの民法 709 条における不法行為と刑法 253 条における業務上横領罪とは互いに

併存する関係にあり、横領行為を行った役員は、業務上横領罪により、刑事罰が科され、

それとは別に、不法行為による損害賠償責任も同時に負っている。したがって、刑事訴

訟で業務上横領罪が確定したからといって、自動的に法人に損害賠償責任が成立すると

いうわけではない。つまり、役員は、刑事訴訟により業務上横領罪が確定した場合にお

いて刑事罰による罪が科されることとなり、民事訴訟により不法行為責任が認定された

場合において金銭面における賠償責任を負うこととなる。 

なお、被害者である法人は、一般的に、刑事告訴を試みたとしても、帳簿書類等の証

拠による立証責任が刑事裁判の場合には、厳格であるため、刑事告訴を断念し、民事上

の損害賠償請求訴訟のみで争われることが多いようである10。 

 

第３節 役員の横領行為に係る税務上の基本的な取扱い等 

 

１．役員の横領行為に係る税務上の基本的な取扱い 

 

  役員の横領行為が発覚した時点における会社経理上の処理としては、一時的に法人は

役員の領得された金員等を損失に計上した上で、当該役員に対する損害賠償請求権を益

金に計上することが考えられる11。この経理処理に対する最終的な税務処理としては、そ

                                                  
10 本論文において後に論述する、役員の横領行為に係る法人から役員への金員の移転を役

員給与と認定した東京地方裁判所平成 19 年 12 月 20 日判決では、帳票書類等の不備のた

めに刑事告訴を断念し、その後、不法行為による損害賠償請求訴訟のみを提起し、損害賠

償額の支払いを命ずる判決が確定している。 
11 その際、損害賠償請求権の帰属時期が問題となる場合がある。従前の横領事件は、本論

文の問題としている役員給与の可否で争うケースは稀であり、ほとんどが損害賠償請求権

による益金の帰属時期で争う場合であった。すなわち、損害賠償請求権を横領が発覚した

期に横領損失として損金計上すると同時に益金を認識する「同時両建説」、役員に対する

損害賠償請求訴訟等の結果により、実際に支払いが確定した時に益金を認識する「異時両

建説」、又は現金等として回収した段階で益金を認識する「回収基準説」とがあり、現在

においても学説上分かれている。本論文においては、益金の帰属時期の問題については、

触れないこととする。 



7 
 

の後の民事、刑事の訴訟等の成り行きによって以下のように考えられる。具体的には、

（Ⅰ）刑法における業務上横領罪が確定した場合と、（Ⅱ）法人が刑事訴訟を提起せず、

民事訴訟で損害賠償請求権が認定された場合、とに区分されるものと考える。 

 

（Ⅰ）刑事訴訟で業務上横領罪が確定した場合 

 

刑事訴訟において役員に対する業務上横領罪が確定した場合は、当然のことながら、

民事訴訟においても損害賠償請求権は認定されるものと考える。この場合、税務上の処

理においても損害賠償請求権は認定されることから、役員の領得した金員等は役員賞与

とされることはなく、横領損失として税務上認定するとともに、返還される前であれば、

当該役員に対する損害賠償請求権が認められ、これに係る特別利益が計上されることに

なるものと思われる12。 

その後、当該役員から領得した金員等の全部又は一部の返還がなされたならば、認定

された損害賠償請求権の全部又は一部は、現金等が支払われるとともに消滅することに

なる。一方、当該役員からの返還がなされない額が確定したのであれば、その額につい

ては、貸倒損失として損金計上されることになる。 

  なお、法人が当該役員に対して返還余力があるうちに、損害賠償請求権を免除した場

合には、法人から役員に対して経済的利益の供与を行ったものとして税務上役員賞与と

認定される。 

 

（Ⅱ）法人が刑事訴訟を提起せず、民事訴訟で損害賠償請求権を確定させた場合 

 

  この場合は、民事訴訟において損害賠償請求権が認定されたわけではあるが、この民

                                                  
12 従前の裁判例においても、業務上横領罪が確定したにもかかわらず、税務上は役員賞与

とされた裁判例はないものと思われる。このように取り扱われる理由としては、刑事訴訟

では民事訴訟と異なり、国家と個人の争いであることから、検察官に強制的な捜査を行う

権限があり、集めた証拠によって犯罪の有無が立証され、国家レベルの証拠資料等を信用

せずに、賞与と認定することは考え難いのではないかと考える。また、民事訴訟の場合に

は刑事訴訟と異なり、馴合訴訟の可能性も考えられることも理由の一つとしてあげられる。

但し、この場合には、馴合訴訟であることを課税庁側が立証しなければ賞与と認定するこ

とはできないものと考える。 
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事訴訟の判断がそのまま税務上の判断とするかどうかで判断が分かれるところであり、

税務上の処理として次の２つのケースが考えられる。 

  ①税務上も横領損失として損金計上を認め、それに伴い役員への損害賠償請求権を認

めるケース、②税務上は当該役員の横領行為に係る金員等の取得を役員賞与として認定

するケース、の２つである。 

  したがって、ここでの問題は、民事訴訟で役員に対する損害賠償請求権が認められた

場合に、税務上①又は②の取扱いのどちらが適用されるかということになる。以下に①

と②とでは課税関係にどのような差異があるのかについて整理を行う。 

 

① 税法上も損害賠償請求権が認められるとしたケース 

 

  このケースは、損害賠償請求権が税法上においても認められるとしたものであり、（Ⅰ）

と同じことになるものである。最終的には、当該役員から領得した金員等の全部又は一

部の返還がなされるならば、その額の損害賠償請求権は現金等が支払われるとともに消

滅する。一方、当該役員からの返還がなされない額が確定したのであればその額につい

ては貸倒損失が計上されることとなり、法人に戻らなかった金員等については損金計上

されることになる。 

 

② 税法上、役員賞与として認定課税されるケース 

 

  ①の場合に認められた損害賠償請求権を認めず、役員の領得した金員等について税務

上は損金性が認められないものとして、これを役員賞与として認定課税を行うものであ

り、加えて、それに伴う源泉所得税納税告知処分も併せて行うケースである。 

  なお、横領行為の態様として、役員が仕入れの水増計上をするなどして金員等を領得

することが考えられるが、このような場合には、国税通則法 68 条に規定する隠ぺい又は

仮装に該当し、重加算税が賦課される場合も考えられる。加えて源泉所得税部分に対し

ては、国税通則法 67 条に規定する不納付加算税が賦課されることとなる13。 

                                                  
13 本来であれば、源泉所得税部分に対しても重加算税が賦課されるところであるが、平成

12 年度の「源泉所得税の重加算税の取扱いについて（事務運営指針）」において、認定賞

与等に対する重加算税の取扱いについて次のように示された。「法人税について重加算税
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２．損害賠償請求権が認められるケースと役員給与として認定課税されるケースとの課

税上の相違点 

  

  税務処理時において、①損害賠償請求権を認め、それに伴う特別利益を計上したケー

スと、②役員賞与として認定課税をしたケースでは、以下のような違いが認められる。 

①のケースで、横領発覚時に税務上役員に対する損害賠償請求権を認識せず、民事訴

訟によって損害賠償請求権が認められた時に、税務上も損害賠償請求権を認識し、それ

に係る特別利益を計上する場合には、②のケースと比べ、役員の横領行為に係る被害額

部分だけの所得金額に差が生ずることになる14。つまり、②のケースとなることによって、

役員賞与に該当するとして更正処分が行われ、それに伴う源泉所得税納税告知処分、加

えて役員賞与の更正処分に係る重加算税及び源泉所得税に係る不納付加算税が賦課され

ることになるのである。 

  また、横領行為を行った役員は、法人から不法に領得した金員等を借金の返済や遊興

費等に消費してしまったと主張することもあり、資力喪失により、横領行為に係る被害

額の回収が困難な場合がある。その場合、①のケースであれば、前述した役員からの返

還がなされていない額が確定したのであれば、その額については貸倒損失として損金計

上を行うことができる。  

しかし、②のケースであると、税法上において損害賠償請求権が認識されていないた

め、貸倒損失として損金計上することはできない。 

                                                                                                                                                  
が賦課される場合において、法人税の所得金額の計算上損金の額に算入されない役員又は

使用人の賞与、報酬、給与若しくは退職給与と認められるもの又は配当等として支出した

ものと認められるもの（以下『認定賞与等』という。）の金額が当該重加算税の計算の基

礎とされているときは、原則として、当該基礎とされている認定賞与等の金額のうち、当

該重加算税の対象とされる所得の金額に達するまでの認定賞与等の金額については、源泉

所得税の重加算税の対象として取り扱わない。」つまり、横領損失に対して、それを否認

し、役員賞与として認定した場合、役員賞与に対する更正処分については、重加算税が賦

課されるが、役員賞与に伴う源泉所得税については、重加算税は賦課されず、不納付加算

税が賦課されることになる。 
14 つまり、役員に対する損害賠償請求訴訟等の結果により、実際に支払いが確定した時に

益金を認識する「異時両建説」の場合である。また、現金等として回収した段階で益金を

認識する「回収基準説」の場合についても同様の結果となる。 



10 
 

  さらに、当該役員が損害賠償請求権を返済した場合に、②のケースであると、税務上、

損害賠償請求権として認識していないため、私法上の損害賠償請求権の履行としての返

済を雑益として計上されてしまうという奇妙な事態が生じてしまう15。 

  したがって、通常問題となるのは、②のケースであるといえる。 

 

第４節 小括 

 

 本章では、役員の横領行為に係る法的取扱い及びその課税上の問題点について以下の指

摘行った。 

民事訴訟において私法上の事実として役員の横領行為が認定され、民法における不法行

為として、当該役員に対して損害賠償請求権が認定されたにもかかわらず、続く租税訴訟

においては、税法上役員の金員の取得を横領行為とは認定せず、法人から役員に不法に取

得した金員は、法人から役員への賞与に該当するという旨の判断がなされており、同一の

事実について、私法上の判断と税法上の判断とに矛盾が生じていると見受けられることで

ある。そして、このような租税裁判例は、いかなるときに賞与と認定されるのかが不明瞭

であることから、役員の横領行為に係る賞与認定の論理構成を検討する必要があるといえ

る。 

そこで、次章では役員の横領行為による金員の領得を役員賞与と認定した先駆的な裁判

例である、大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決について検証を行う。そして、いかな

る論理で、民事訴訟で確定した役員に対する損害賠償請求権を否定し、役員賞与と認定す

ることができたのかを考察し、具体的な問題点を明らかにすることとしたい。 

 

 

                                                  
15 このことを指摘する論文として、大淵博義「判例 法人税法講座--法人税法解釈の判例理

論の検証とその実践的展開(第 24 回)税法の解釈適用と事実認定(1)横領による金員の移転

を役員給与と認定した最新判決を素材として」税経通信 63(3) (通号 891)、34 頁（2008）

参照。 
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第２章 役員が横領行為により得た利得を役員賞与と認定した租税裁判例の検   

証 

 

本章では、役員の横領行為による金員の取得を役員賞与と認定した先駆的な租税裁判例

である、大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決（以下本論文において「大阪高裁判決」

と呼ぶ。）について、どのような論理で役員の横領行為を役員賞与と認定しているのかにつ

いて検証を行い、具体的な問題を明らかにする。 

また、代表取締役に対して損害賠償請求権を認定した従前の租税裁判例を比較すること

によって、大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決の賞与認定の対する不整合性を明らか

にすることとする。 

 

第１節 大阪高等裁判所平成 15 年 8 月 27 日判決の概要と具体的問題点 

 

本件は、特別養護老人ホームの設置経営等の社会福祉事業を行う社会福祉法人である X

社会福祉法人（原告・被控訴人）の元理事長 A が X 社会福祉法人の本部会計等から不正に

取得した金員につき、所轄税務署長（被告・控訴人）が、当該金員を X 社会福祉法人から

A に対する給与と認定し、X 社会福祉法人に源泉徴収義務による納税告知処分及びそれに伴

う不納付加算税賦課決定処分（これらの各処分を以下「本件各処分」という。）を行い、X

社会福祉法人は本件各処分の取消しを求めた事案16である。 

 

１．事実概要 

 

A は X 社会福祉法人の設立当初からの理事であり、平成 2 年 4 月 30 日から平成 9 年 2

月 5 日まで X 社会福祉法人の理事長であった。また、A は、X 社会福祉法人の設立母体

であった P 社会福祉法人の創立者であり、傘下の学校法人の理事も兼任していた。 

A は、B の施設長であった C と、B の経理について給料材料費、物品購入費及び修繕

工事費を水増しして架空計上又はその他の不正の経理処理及び財産処分行為を行い、金

員 1 億 5,132 万円を領得した。その後、京都府及び八幡市の特別行政監査を受けた際に、

                                                  
16 本件は、公益事業を営む社会福祉法人に関する事例であり、当該法人は、法人税が課税

されないことから、源泉所得税納税告知処分の適否についてのみ争われたものである。 
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A の経費の水増し、架空計上、その他の不正の経理処理及び財産処分行為を原因とした不

正資金の捻出が発覚した。  

また、不正経理問題の発覚に伴い、A を含む当時の理事 10 名は、平成 9 年 2 月 10 日

までに全員理事を辞任し、その後、新たに京都府知事により 10名の仮理事が選任された。 

X 社会福祉法人は、A に対して委任契約の不履行による損害賠償を求める別件訴訟を提

起し、京都地裁は、平成 13 年 1 月 22 日、A に対して 1 億 5,132 万円及び遅延損害金の

支払を命ずる判決を言い渡し、A はこれに対して控訴したが、平成 14 年 2 月 21 日、控

訴棄却の判決が言い渡され、前記別件訴訟第 1 審判決は確定している。 

所轄税務署長は平成 9 年 5 月 14 日、X 社会福祉法人に対する税務調査を実施し、平成

10 年 3 月 6 日、X 社会福祉法人に対し、X 社会福祉法人から A に不法に取得した金員を

役員賞与であると認定して、源泉所得税納税告知処分及び不納付加算税賦課決定処分を

した。 

 X 社会福祉法人は、これを不服として、所轄税務署長に異議を申し立て、平成 10 年 7

月 7 日に、所轄税務署長は、原処分の一部を取り消す異議決定をした。しかし、X 社会

福祉法人は、これを不服として、国税不服審判所長に審査請求をしたが、平成 11 年 6 月

17 日付けの裁決により、X 社会福祉法人の審査請求をいずれも棄却した。 

 

２．判決内容 

 

本判決は次のとおり判示して、X 社会福祉法人の取消請求等を棄却した。 

 

Ａの被控訴人協会における地位等について 

「上記認定のとおり，Ａは，被控訴人の実質的創始者であって，平成２年４月３０日か

ら同９年２月５日までは，被控訴人の理事長の地位にあった。また，Ａは，被控訴人の

設立母体であった P 社会福祉法人の創立者でもあり，被控訴人においてＡに反対する理

事はおらず，Ａの指示は絶対的であって，Ａがワンマン代表者として被控訴人を実質的

に支配していた。そして，被控訴人の定款においても，理事長であるＡのみが被控訴人

を代表し，Ａのみが被控訴人の資産を管理していたといえるから，結局，Ａの権限は，

包括的であって，被控訴人に対し実質的に全面的な支配権を有していたものということ

ができる。」 
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本件金員のＡへの移動が賞与に該当するか否かについて 

「上記認定事実によれば，本件金員は，いずれも，当時，被控訴人の代表者であった理

事長のＡの意思に基づいて，被控訴人の本部会計や被控訴人名義の簿外の裏口座である

本件口座目録〔２〕の２の口座から，Ａが支配していた同目録〔１〕の３，４の各口座

に送金手続がされたこと，すなわち，被控訴人の本件金員が被控訴人からＡの口座へ送

金されたことが明らかである。この本件金員の移動によりＡは経済的な利得を得たもの

ということができ，これはＡの所得税法上の「所得」に該当するものといえる。なお，

本件金員の移動が違法ないし私法上無効である場合であっても，本件金員が現実にＡの

管理下に入り，同金員の取得がＡの経済的な利得であるといえる以上，所得税法上は「所

得」があったとみるべきものである。ところで，Ａの X における地位，権限，実質的に

有していた全面的な支配権に照らせば，本件金員の移動，すなわち，被控訴人の金員を

被控訴人からＡの口座へ送金したことは，被控訴人の意思に基づくものであって，被控

訴人がＡに対し，経済的な利得を与えたものとみるのが相当である。なお，Ａに被控訴

人の金員について，これを不正に取得する意図や不正な行為があったとしても，Ａの上

記のような被控訴人における地位，権限等からみて上記認定判断を左右するものではな

い。そして，本件金員は，定期的に定額が支払われたものではなく臨時的な給付である

といえるから，給与所得のうちの賞与に該当するものと解するのが相当である。」 

 

X 社会福祉法人の主張について 

「被控訴人は，〔１〕Ａの本件金員の取得は，給与所得ではなく，一時所得ないし雑所得

に該当するとか，〔２〕本件金員は賞与として支給することが許されない金員であったも

のをＡが横領したものであり，別件訴訟の判決でＡの返還債務が確定しているとか，〔３〕

社会福祉法人である X は第三者に代表権の制限を主張できるとか，〔４〕Ａの行為が被控

訴人の行為といえる実質はないとか，〔５〕Ａの取得した本件金員とＡの職務との間に対

価性がないとか，〔６〕本件は源泉徴収をすべき場合でないなどと主張する。しかし，〔１〕，

〔２〕が理由のないことは，上記認定判断から明らかである。そして，本件では，上記

のとおり，Ａの本件金員の取得が税法上，給与所得に該当すると認められるものであっ

て，被控訴人とＡとの間で別件訴訟の判決が確定していることは，本件の判断に直接関

係するものではない。また，上記認定のようなＡの被控訴人における地位，権限等に照
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らせば，本件事実関係のもとにおいて，Ａの意思及び行為は被控訴人の意思及び行為と

して捉えるべきものであるから，被控訴人の主張〔３〕，〔４〕も理由がない。次に，Ａ

が被控訴人の理事長として実際に活動していたこと及びＡの被控訴人における地位，権

限等に照らせば，Ａの本件金員の取得もＡが代表者の地位にあったことによる給付とし

て賞与であると認めてよいといえるから，被控訴人の主張〔５〕も理由がない。所得の

受給者が源泉徴収義務者から不法に利得した場合であっても，その利得が給与所得と認

められる以上は，源泉徴収義務者に納税義務を課すべきものであって，源泉徴収が困難

であるかどうかは全く関係のないことである。税務署長から所得税を徴収された源泉徴

収義務者（給与の支給者）は，その徴収をしていなかった所得税の額に相当する金額の

支払を，その徴収されるべき者（所得の受給者）に対し請求することができるが（法２

２２条），税務署長が所得の受給者に直接徴税することはできないので，不法利得の場合

において，源泉徴収義務者にその義務を課さなければ，結局国民にその負担を転嫁する

こととなるのであって，このようなことは認め難い。したがって，被控訴人の主張〔６〕

も理由がない。」 

 

３．大阪高裁判決に対する考察 

 

大阪高裁判決では、「Ａの被控訴人における地位，権限，実質的に有していた全面的な

支配権に照らせば，本件金員の移動（中略）は、同協会の意思に基づくものであって、

被控訴人がＡに対し，経済的な利得を与えたものとみるのが相当であ（り）、本件金員は，

定期的に定額が支払われたものではなく臨時的な給付であるといえるから，給与所得の

うちの賞与に該当する。（括弧書筆者）」と判示している。役員が法人を実質的に支配し

ていることをもって、役員の行為を法人の行為と認定し、横領行為により取得した金員

を法人の意思に基づいて役員に経済的な利得を与えたものと推認して、賞与と認定して

いるのである。つまり、大阪高裁判決は実質的支配権のみを理由に役員賞与と認定して

いるものと捉えることができる。 

大淵教授は、大阪高裁判決の賞与認定の論理について、「仮に、理事長の実質的支配力

の有無ということが、『給与の支払』のメルクマールというのであれば、支配力のある理

事長の横領は役員賞与、ワンマンではなく実質支配力を有しない理事長や平理事の横領

は給与の支払ではなく損害賠償請求権を認識するというのは、法律論としては妥当では
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ない。17」と指摘されている。また、占部裕典教授は、「大阪高裁判決は、違法所得が所

得になるとしたうえで、なぜそれがその結果当然に臨時的であるというだけで『賞与』

に該当するのか、あるいは『賞与』としての『支払』があったのかの説明について飛躍

がある…（中略）…大阪高裁判決の論理構成において、理事長の全面的な支配権の存在

すなわち横領金が賞与と（なると）の認定は推認の域を超えたところがあり、納税者に

は理事長の全面的な支配権が肯定されたのであるならばもはや賞与ではないとの反証は

現実には許されない、と判示しているといってもよかろう18。（括弧書筆者）」として大阪

高裁判決の役員賞与の認定のあり方について、論理の不十分性を批判している。さらに

上西左大信氏は、大阪高裁判決の中で「A が被控訴人の理事長として実際に活動していた

こと及び A の被控訴人における地位、権限等に照らせば、A の本件金員の取得も A が代

表者の地位にあったことによる給付として賞与であると認めてよいといえる
．．．．．．．．．．．．．．．

（傍点筆

者）」という判示対して、「必ずしも明確に断定した判示となっていない19」と指摘されて

いる。 

また、大阪高裁判決では、実質的な支配権を有する理事長の行為は、被控訴人の行為

であると認定しているが、横領発覚後に、全理事が辞任し、横領行為を行った理事長に

対して民事訴訟による損害賠償請求を提起しているような法人を「理事長イコール社会

福祉法人」として捉えている点にも疑問があるといえる。大淵教授は「特定の同族関係

者で支配されている同族会社とは異なり、社会福祉法により設立された社会福祉法人は、

監督官庁の監査を受け、社会福祉を担う公益法人として社会的に存在する独立した法人

であり、その理事長が実質的に全面的な支配権を有していたとしても、それは事実上の

問題にすぎず、法的な意味では、理事長の支配力の如何とはかかわらず、当該社会福祉

法人は理事長から独立した別個の存在であることは言うまでもないことである。すなわ

ち、経済的実質主義という立場から見れば、…（理事長）は被控訴人を実質的に支配し

ていると言うことができようが、法的実質主義の立場から見れば、その支配力は事実上

                                                  
17 大淵博義「判例 法人税法講座(第 14 回)法人税法解釈の判例理論の検証とその実践的展

開 役員等の横領による損失を巡る課税上の諸問題(2)横領損失の給与認定が争われた先例

判決」税経通信 62(6) (通号 878)、46 頁（2007）。 
18 占部裕典・岡田悦美「源泉徴収による所得税の対象となる賞与の認定」三木義一・田中

治・占部裕典編著『〔租税〕判例分析ファイルⅡ』354 頁（税務経理協会、2006）。 
19 三木義一・上西左大信「理事長の横領と源泉徴収義務」三木義一・田中治・占部裕典編

著『〔租税〕判例分析ファイルⅡ』338 頁（税務経理協会、2006）。 
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のものにすぎず、他の理事を法的に支配する関係にはない20。（括弧書筆者）」と指摘され

ている。 

したがって、経済的実質より理事長は法人を支配していたとしても、法的実質の見地

からは理事長の行為を法人の行為として捉えることは困難であり、賞与と認定すること

には困難であるように思われる。 

加えて、大阪高裁判決は、実質的な支配権のみを根拠に挙げ、先の民事訴訟で確定し

た理事長に対する損害賠償請求権の存在を否定していることについても疑問がある。こ

の点に関して大阪高裁判決は、「被控訴人とＡとの間で別件訴訟の判決が確定しているこ

とは，本件の判断に直接関係するものではない。」と判示しており、損害賠償請求権を否

定する明確な根拠については示されていない。本来なら税法の事実認定を行う上で重要

な参考となる民事訴訟上の事実を何故、直接関係するものでないと判示するのか理解に

苦しむところである。大淵教授は、「税務当局が法人（株主）の意思に反して、結果とし

て、隠匿者（又は横領者）に返還義務を免除することになる認定賞与又は贈与（寄付金）

等として設定することは、税法が私法上の事実に反した認定事実を前提として課税関係
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

を定立する
．．．．．

という誤った結果をもたらすことになり、真の経済的実態（意義）に即した

課税を行うという『実質課税の原則』に悖る対応であり、避けなければならない課税で

ある21。（傍点筆者）」と述べられている。 

仮に、民事訴訟において確定した A に対する損害賠償請求権を否定するのであれば、

当該損害賠償請求権を否定する根拠を明確に示すべきであり、大阪高裁判決はこのよう

な観点からの検討を放棄しているものと見受けられるのである。 

これらの考察からも明らかなように、大阪高裁判決の実質的な支配権のみを理由に理

事長の横領行為による金員の取得を賞与と認定するには、論理が不十分であるものと考

える。 

また、実質的な支配権を有している代表取締役の行為は法人の行為という大阪高裁判

決の論理が妥当であるというならば、実質的な支配権を有する代表取締役が法人に対し

て忠実義務違反等の不法行為を行ったとしても損害賠償請求権を認定することは不可能

ということになり、実質的な支配権を有する代表取締役に対して忠実義務違反又は不法

行為により損害賠償請求権を認定した従前の租税裁判例との整合性が保たれないものと

                                                  
20 大淵・前掲注 17「判例 法人税法講座（第 14 回）」38 頁。 
21 大淵・前掲注 6「判例 法人税法講座（第 13 回）」54 頁。 
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思われる22。 

次節では代表取締役に対する損害賠償請求権を認識した従前の租税裁判例を挙げ、大

阪高裁判決との不整合性を検証することとしたい。 

 

第２節 代表取締役に対して損害賠償請求権を認識した従前の租税裁判例との矛盾 

  

大阪高裁判決では、実質的支配権を有する法人の代表者の行為は、法人の行為と認定し、

横領により取得した金員を法人の意思に基づいて役員に経済的な利得を与えたものとして

賞与と認定しているものである。したがって実質的な支配権を有する代表役員の行為につ

いては、損害賠償請求権が生ずる余地はないという論理に立っているものと思われる。 

しかし、実質的な支配権を有する代表取締役であったとしても、従前の裁判例では、損

害賠償請求権を認識した租税裁判例が多数存在する。以下では、代表取締役に対して損害

賠償請求権を認識した租税裁判例をみていくこととする。 

水戸地方裁判所昭和 53 年 11 月 30 日判決23では、会社代表者が会社の簿外資金を私的に

流用して第三者に貸付けたことにより、会社に損害を生じさせた場合には、会社は忠実義

務違反による損害賠償請求権を有し、当該請求権は会社の資産として計上すべきとした裁

判例である。水戸地方裁判所昭和 53 年 11 月 30 日判決は、同族会社である代表取締役が簿

外資金を私的に流用し、当該代表取締役の親族が営む法人に貸付けを行ったものであり、

実質的な支配権を有するワンマン代表者の行為であっても、損害賠償請求権を認識するも

のと認定されているものである。 

また、那覇地方裁判所平成 7 年 7 月 19 日判決24では、代表取締役が代表者を同一する他

の同族会社の借入金を回収の見込みがないことを知りながら代位弁済等を行い、それによ

り生じた貸倒損失は、他の株主が全員同意していたとしても、同族会社の行為計算の否認

規定を適用して損害賠償請求権を計上するとした裁判例である。本件では、法人（株主）

                                                  
22 この点を指摘する論文として、大淵博義「判例 法人税法講座(第 15 回)法人税法解釈の

判例理論の検証とその実践的展開--役員等の横領による損失を巡る課税上の諸問題(3)役員

等の横領損失の給与認定と先例判決等との不整合性」税経通信 62(8) (通号 880)、43 頁～

45 頁（2007）。 
23 税務訴訟資料 103 号 645 頁。 
24 税務訴訟資料 213 号 163 頁。 
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が損害賠償請求を行っておらず、むしろ代表取締役に対する損害賠償請求権を免除してい

ると窺える事実があるにもかかわらず、損害倍賠償請求権を認定しているのである25。 

さらに、最高裁判所第一小法廷昭和 43 年 10 月 17 日判決26では、法人の代表取締役によ

る役員の横領行為に対して、損害賠償請求権を認定したものである。かかる最高裁判決で

は、刑事訴訟により代表取締役に対して業務上横領罪が科されており、そのような刑事訴

訟による事実を踏まえて、税法上においても実質的な支配権を有する代表取締役の行為で

あっても横領行為が行われた場合には、実質的な支配権を有する代表取締役の行為であっ

ても、損害賠償請求権を認識すべきと判示したものであると思われる。 

このように、従前の裁判例では実質的な支配権を有していると思われる代表取締役の行

為であっても、損害賠償請求権を認識しているのである。つまり、実質的な支配権を有す

る代表役員の行為については、損害賠償請求権が生ずるはずはないという大阪高裁判決の

論理は、損害賠償請求権を認識した従前の裁判例との間に矛盾が生ずるものと思われる。 

  

第３節 小括 

 

本章では、役員の横領行為による金員の取得を役員賞与と認定した租税裁判例である、

大阪高裁判決の賞与認定の具体的な問題点の検証をおこなった。 

大阪高裁判決では、代表役員が法人を実質的に支配していることをもって、役員の行為

を法人の行為と認定し、横領により取得した金員を法人の意思に基づいて役員に経済的な

利得を与えたものとして、賞与と認定しているものであった。しかし、実質的な支配権の

みを理由に賞与と認定することについては、先の民事訴訟により確定した損害賠償請求権

を否定する具体的な根拠とはいえず、役員の横領行為による金員の取得を賞与と認定する

ことについては、論理が不十分であると考える。 

さらに、大阪高裁判決の賞与認定の論拠でも示されたように、実質的な支配権を有する

代表役員の行為は法人の行為と同視することができ、当該代表役員に対しては損害賠償請

求を行う余地がなく、賞与と認定することが妥当というのであれば、従前の租税裁判例に

                                                  
25 本事例では、代表取締役の損害賠償請求権を免除することについて、他の株主の同意が

あるとされることから、法人（株主）が代表取締役に対して経済的利益を給与したと認定

でき、役員賞与とされるべき事案であるように思われる。 
26 訟務月報 14 巻 12 号 1437 頁。 
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おいて、実質的な支配権を有する代表取締役であったとしても損害賠償請求権を認識する

とした裁判例との間に矛盾が生ずることになるものと思われる。 

したがって、大阪高裁判決は、役員の横領行為による金員の取得を役員賞与と認定する

論理としては不十分であり、従前の裁判例との整合性の観点からも問題があることから、

役員賞与となる課税理論について、さらに詳しい論理を検証していく必要があると考える。 

次章では、認定給与に関する課税理論及び学説等を検討することによって、理論的な側

面から賞与認定の論理を検証するとともに、学説が指摘する認定給与となる場面の分類に

大阪高裁判決が当てはまるのかについて、併せて検討を行うこととしたい。 
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第３章 認定給与に係る課税理論・学説等の整理及び検証 

 

前章において具体的な問題点が明らかにされた大阪高裁判決は、法人の経理処理上は、

役員に対する賞与と認識していないが、課税当局がその支出又は利益の供与を実質的に役

員に対する賞与と認定する、いわゆる認定給与の事例であるといえる。 

 本章では、横領行為を含む認定給与の課税理論や学説等の整理を行う。そして、認定給

与とはいかなるものなのかを確認し、どのような場合に賞与と認定されるのかを理論的な

側面から考察を行う。また、先行研究において、認定給与となる場面の類型を行っている

ことから、役員の横領行為による金員の取得を賞与と認定した租税裁判例を、これらの学

説に当てはめて検討を行うこととする。 

 

第１節 役員給与となる基本理論 

 

税法上、給与の意義を定めている規定はない。したがって、給与に該当するか否かは、

給与の一般的な理解として雇用契約等に基づく労務等の役務提供の対価たる性質を有する

かどうかによって区分するほかない27。しかし、税法上の給与とは、労務の直接的な対価だ

けでなく、勤労者たる地位に基づいて使用者から受ける金銭的給付なども給与に含まれる

と解されている28。その中でも、役員に対して支給する給与は、法人との間の委任関係を有

していることから、従業員の役務提供の範囲よりも役員の役務提供の範囲の方が広いと解

されている。現行の課税実務では、一般的に法人の財産が役員の支配下となった時点で、

当該財産の移転が、役務提供の対価を有するものかを検討することなく、役員の地位基づ

いて支給された金銭等と認定し、役員給与として取り扱われることが一般的であると思わ

れる。 

しかし、大淵教授は、役員に対する金銭供与であっても、それがすべて給与となるもの

ではないと指摘されている29。そこでは、法人の役員たる個人は、役員としての地位のほか

に、その個人が出資者であれば株主としての地位と、これら以外の者としての地位の三つ

                                                  
27 大淵博義『裁判例・裁決例からみた役員給与・交際費・寄付金の税務（改訂増補版）』

17 頁（税務研究会出版局、1996）参照。 
28 最高裁判所第二小法廷昭和 37 年 8 月 10 日判決（訟務月報 9 巻 1 号 83 頁）。 
29 大淵・前掲注 27『役員給与・交際費・寄付金の税務』32 頁参照。 
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の性格を有しているおり、この三つの性格を有する役員に対する金銭等が、そのいずれの

地位に基づくものかは、それぞれのケースにおける支払又は供与に至る事情によって判断

することになると述べられている。 

つまり、課税当局に賞与と認定された場合であっても、納税者が株主としての地位、又

は第三者としての地位が立証できた場合には役員給与とはならないといえる。 

ただし、役員としての地位と株主としての地位とは、重なり合う場面も在り得ることか

ら、これらの地位の判定には、困難な事実認定の問題が想定されるものと思われる。 

 

第２節 認定給与の意義 

 

１．認定給与の概要 ―平成 18 年度の税制改正を踏まえて 

 

認定給与（賞与）30とは、税法の条文において規定されている用語ではなく、課税実務

において使われるようになった実務上の用語である。認定給与の概念については、論者

によって必ずしも一致するものではないが、一般的には、法人の経理処理上、賞与と認

識していないような場合に、課税当局がその支出又は利益の供与を実質的に役員に対す

る賞与と認定して課税処分を行う実務のことを認定給与と呼ぶ。 

平成 18 年度改正前の役員給与制度において、役員賞与は、旧商法により利益処分の性

格を有していると解されていたことから、法人税法上もこの考えを引き継ぎ、役員賞与

の損金性を否定していた。それに伴い、役員賞与の金額を圧縮し他の費用科目の金額に

転嫁させる、いわゆる隠れた利益処分が行われる傾向が生じ、これに対処するために、

認定給与が行われるようになったと考えられる。つまり、認定給与は損金性がないこと

が特徴として挙げられるのである。 

平成 17 年の会社法制定によって、企業会計上、役員に対する賞与も職務執行の対価と

して費用処理されるようになり、これに伴い平成 18 年度法人税法改正により、従前まで

損金性が否定されてきた役員に対する賞与が、一定の要件を満たしたものについては損

金性を認めることとなった。そこでは、役員報酬と役員賞与とを分類することなく、役

                                                  
30 従前は、「認定賞与」と呼ばれていたが、平成 18 年度法人税法改正により法人税法上「賞

与」という文言がなくなったことから本論文では「認定賞与」ではなく、「認定給与」と

呼ぶこととする。 
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員給与としてひと括りにし、役員給与の損金性の有無については、支給形態によって判

定する取扱いとなった。 

しかし、現行の制度となっても、法人が支給する給与（債務の免除による利益その他

の経済的な利益も含む）の額が定期同額給与、事前確定届出給与、利益連動給与、のい

ずれにも該当しない場合には、損金の額に算入されない31と規定されていることや、事実

を隠ぺいし、又は仮装して経理をすることによりその役員に対して支給する給与（債務

の免除による利益その他の経済的な利益も含む）の額は、その内国法人の各事業年度の

所得の金額の計算上、損金の額に算入しない32と規定されていることから、認定給与に損

金性がある可能性はゼロに等しく、従前と同様に認定給与については損金性がないもの

と思われる。 

   

 ２．認定給与となる基本的な要件 

   

認定給与となる基本的な要件として、学説においては次のように述べられている。 

  松沢智教授は「税法上役員賞与となるのは、まず経済的利益の供与があったかどうか、

あるとすればそれが臨時的なものかどうか、また会社が役員に贈与したものかどうかと

いう課税要件が必要である。そしてかかる課税要件事実がみとめられるにもかかわらず、

会社が経理上役員に対する賞与を計上していない場合に、はじめて課税庁が役員賞与と

して認定するのである33。」と述べられている。 

  また、実務家の立場から税理士である原一郎氏は、①法人が特定の者に対し金銭又は

経済的利益の供与をしたが、その者に対する賞与支給の会計処理をしていないこと、②

経済的利益等供与を受けた者は、法人の役員であること、③その経済的利益等の供与は、

その役員に対する退職給与以外の臨時的な給与の性格を有するものであること、以上の

要件に認定給与となるものと論じられている34。 

 

                                                  
31 法人税法 34 条 1 項。 
32 法人税法 34 条 3 項。 
33 松沢智『新版租税実体法（補正第 2 版）』286 頁（中央経済社、2003）参照。 
34 原一郎「認定賞与（本質論）―役員賞与の利益処分性―」武田昌輔編『認定賞与・寄附

金・交際費等の総合的検討 : 理論と実践』42 頁～43 頁（財経詳報社、2004）参照。 
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第３節 認定給与の学説上の分類 

  

 認定給与の先行研究の中で、認定給与とされる場面の類型化を行っているものがある。

本節ではこれらの学説を基に、どのような場合に認定給与とされるのかについて考察を行

うとともに、前述した大阪高裁判決の事例がこれらの学説の認定給与となる場面に該当す

るのかについて検討を行うこととする。 

 

 １．松沢智教授の学説 

  

 ① 学説の紹介 

松沢智教授は、認定給与となる場面について以下の３つに分類をされている35。 

 

（a） 本来の意義（真正な意義）の認定給与36 

課税当局が法人税法 132 条に基づき会社の行為計算を否認し、当該法人税の関係にお

いてのみ、否認された行為計算に代えて課税庁の適正と認めるところに従い課税を行う

もの。 

 

（b）不真正な意義における認定給与 

会社が役員に対し臨時的に経済的利益の供与をした場合、課税庁は、かかる経済的利

                                                  
35 松沢・前掲注 33、283 頁～290 頁参照。また、松沢教授の学説では、「認定賞与」と呼

ばれているが、本論文においては、「認定給与」という用語を使用していることから、理

解をしやすくするため、松沢教授の学説において「認定賞与」という用語を使用する際に

も「認定給与」と読み替えることとする。 
36 松沢教授は「本来の意義（真正な意義）の認定給与」については、法人税法 132 条の問

題であると述べられているが、筆者は本来の意義に基づく認定給与とは法人税法 22 条 4

項に規定されている、「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従つて計算される

もの」についての問題であると考える。すなわち、法人税法 22 条 4 項に該当しない行為

を行った場合には、認定給与とされるべきものである。一般に公正妥当といえない会計処

理基準によって法人から役員に対する経済的利益の供与が行われた場合には、別段の定め

により法人税法 34 条に規定する役員給与の損金不算入を適用して更正を行うのである。

法人税法 22 条 4 項の問題で認定給与か否かの検討を行うことによって、後述するような

同族会社か否かの問題は生じないものと考える。 
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益の供与を役員に対する賞与と認定するもの。 

 

（c） 事実上の推認（事実認定）としての意味における認定給与 

売上計上洩れ、架空仕入れ、使途不明金の交際費等に関連して計上された金額がいず

れも役員の懐中に存在したと推認し、役員に対する賞与と認定するもの。 

  

松沢教授は、これらの 3 つの類型の特徴として、以下のように説いている。 

（a）本来的意義（真正な意義）の認定給与は、現実になされた行為計算そのものに実

体的変動を生ぜしめるものではなく、課税庁が法人のなした行為計算を純経済人として

異常不合理とみて否認し、通常人ならば給与として支給したであろう行為計算をフィク

ションし、賞与を創りあげるものであり、まさに認定給与と称するにふさわしいもので

あると述べられている。これは、法人税法 132 条の規定からも読み取れるように、認定

給与となる法人が、同族会社であり、かつ異常不合理な行為と認められなければ、ここ

でいう認定給与とはならない。 

（b）不真正な意義における認定給与は、認定給与として最も多く用いられるものであ

り、この場合に経済的利益の供与が賞与となるのは、これらが実質的に役員に対して給

与を支給したことと同様の経済的効果をもたらすことに着目して定められたものである

から、法人税法上、役員賞与となるのは、まず経済的利益があったかどうか、あるとす

ればそれが臨時的なものかどうか、また会社が役員に贈与したものかどうかという課税

要件が必要となる。 

ここで、（a）と（b）の相違点としては、（a）は、私法上の実体的効果の存在を無視し

て、法人税法上の立場から課税庁がフィクションした賞与を想定するという形態である

のに対し、（b）は、あくまでも私法上の実体的行為そのものを正確に捉えて、それを前

提として税法上の評価を加えるのである。したがって、当事者の実体的行為を否認する

か、それともそれを基礎として実質的見地から税法上の評価（経済的利益の認定）をす

るかどうかの違いである。 

（c）事実上の推認（事実認定）としての意味における認定給与は、売上計上洩れ、架

空仕入、架空経費、使途不明の交際費等に関連して認定給与とされるものである。この

場合の認定給与とは、（a）と異なり、単なる事実認定の問題にすぎず、また（b）とも異

なって経済的利益の評価という問題も生じない。ここで問題となるのは売上計上洩れの
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判明した金額、架空仕入や架空経費の計上された金額、使途不明の交際費等がいずれも

役員の懐中に存在したと推認できるかということであり、当該金額を賞与と見込むだけ

のものである37。 

 

② 大阪高裁判決の当てはめ及び検討 

松沢教授による認定給与の３類型は、一概に認定給与とは言っても、その中に異なる

性質のものが併存しているということを認識させるものである。これらについて大阪高

裁判決の事例に当てはめ、検討を行う。 

（a）本来的意義（真正な意義）における認定給与は、前述の通り、課税当局が法人の

行為計算を純経済人として異常不合理な場合においてのみ、その行為計算を否認し、給

与を支給したとフィクションして、賞与を創りあげる形態であるから、（a）の要件が充

足された場合、私法上の実体的効果の存在を無視できることから、役員の横領行為によ

る金員の領得を役員賞与と認定した事例のように民事裁判において役員に対する損害賠

償請求権が確定していたとしても、これを否認し、法人税法上の役員賞与とすることは、

理論的にも妥当なように思われる。 

しかし、（a）が、同族会社に限定されていることから、大阪高裁判決のような公益法

人の事例である場合には（a）のケースに該当することは困難であると考える。さらに、

当該法人が同族会社であった場合でも、（a）は法人の行為計算が異常不合理な場合であ

ることから、民事訴訟において横領行為が認定されている私法上の事実について、当該

横領行為が異常不合理な行為と解することには問題があるといえる。したがって、（a）

は、大阪高裁判決には該当しないものと考える。 

（b）不真正な意義における認定給与では、私法上の実体的行為を正確に捉えて、それ

を前提として税法上の評価を加えるものであるから、民事訴訟において認定された横領

行為という事実を前提とすれば、賞与と認定することは不可能であるといえる。また、

そもそも（b）のケースは、役員に対する低額譲渡、無利息貸付等のように、法人が役員

                                                  
37 松沢教授の学説によると（c）の場面は（a）及び（b）と異なり、会社の意図するとこ

ろとは別に法人から役員に経済的利益が移転している事例も含まれていることから、法人

から役員に対して金員等を支払う客観的な意思を有するものに限定して賞与とするか、法

人の客観的な意思を有していなくとも役員の懐中に存在するものはすべて賞与となって

しまうのかについては不明瞭である。詳しくは後述参照。 
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に対して経済的利益を供与する客観的な意思を有するものであると思われ、役員の横領

行為による金員の取得を役員賞与と認定した裁判例のように、役員に対して金員をあげ

る客観的な意思がないことを民事訴訟によって証明している事例とは、前提としている

事実が異なるものであると考える。したがって、大阪高裁判決は（b）のケースにも該当

しないといえる。 

（c）事実上の推認（事実認定）としての意味における認定給与のケースを考察する。 

（c）については、会社の意図するところとは別に法人から役員に経済的利益が移転し

ているものも含まれていることから、大阪高裁判決は、一見すると、松沢教授が論じて

いる法人の売上計上洩れ、架空仕入れ等により生じた金員等が役員の懐中に帰属すると

いう（c）の認定給与となる要件を充たしているように思われる。 

確かに、役員の横領行為について、当該法人が当該行為を横領行為では無く、役員に

対する賞与であると追認した事例である場合には、松沢教授の（c）のケースに該当する

として認定給与課税を行うことは可能である。しかし、大阪高裁判決の場合には、民事

訴訟により役員に対する損害賠償請求権を有しており、法人が役員に対する賞与である

とする追認行為は無いものと認められることから、大阪高裁判決は松沢教授の（c）の場

面への該当性は強いものの、大阪高裁判決における事実が（c）に該当するか否かについ

ては十分に検討を行う余地がある。この場合、課税当局側としては、松沢教授の考え方

を支持して役員賞与と認定すると思われるものの、法人側としては、役員の行為に対し

て追認の意思はないことから、このようなケースをすべて役員賞与とする松沢教授の考

え方は支持できないと考える。 

  

２．大淵博義教授の学説 

  

① 学説の紹介 

  大淵教授は、認定給与となる場面を次の３つに分類されている38。 

 

（a） 公表の決算に計上された金員の支出又は経済的利益を役員に対する賞与と認定す

る場合である。例えば、役員の行った海外旅行が業務に関係ないとされ、その要し

                                                  
38 大淵・前掲注 27『役員給与・交際費・寄付金の税務』187 頁参照。 
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た費用の額が賞与と認定される場合などがこれに当たる。 

  

（b） 公表の決算に計上されている役員と会社との取引に関して、役員が経済的利益を

享受したと認定して役員賞与と認定する場合である。役員に対して資産を無償又は

低額で譲渡した場合などがこれに該当する。 

  

（c） 法人が売上除外や、仮装経理で得た簿外の所得を役員が費消したとして賞与と認

定する場合である。その簿外所得を役員が利得又は消費したという事実の立証につ

き、通説はその所得が当該役員に帰属する旨を課税当局が立証する必要があるとし

ていることから法人らの協力の期待できない状況の下でその立証の程度を巡って争

われるものである。 

  

② 大阪高裁判決の当てはめ及び検討 

 

まず、大淵教授の（a）の場面では、法人から役員に金員が移転した際に、当該金員に

事業関連性がないことを要件として認定給与とされるものと思われる。また、（b）の場

面に関しては、法人と役員との取引について経済的利益の供与が行われることを要件と

して認定給与とされるものであると考える。したがって、（a）及び（b）の場面では、共

に法人が役員に対して経済的利益を供与する客観的な意思を有する場面であると考えら

れることから、大阪高裁判決の事例には該当しないといえる。 

（c）の場面に関しては、松沢教授の（c）事実上の推認（事実認定）としての意味にお

ける認定給与と同様の場面であるように思われるが、松沢教授の（c）とは異なり、法人
．．

が
．
売上除外、仮装経理で得た簿外所得を役員に与えているものであり、法人から役員に

対して簿外所得を支払う客観的な意思を有しているもののみを認定給与すべきものと捉

えているものであるように思われる。したがって、大阪高裁判決は、代表役員が架空仕

入等により生じた法人の簿外所得を領得したものであり、民事訴訟により代表役員に対

する損害賠償請求権を有しているものであることから、法人から代表役員に金員等を支

払う客観的な意思があるとは認められないことから、大淵教授の（c）の場面には該当し

ないものであると考える。 
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第４節 小括 

 

 本章では、認定給与の意義及び、学説等の整理を行い、さらに認定給与となるべき課税 

理論の考察を行った。そして、認定給与となるべきものは、まず、役員の地位に基づいた

経済的な利益があること、経済的利益が臨時的であること、法人が役員に対して贈与して

いること、以上の要件を充たしている場合に、会社経理上、役員賞与以外の科目で処理し

ているときには、認定給与課税が行われるものと思われる。 

 また、学説上の認定給与となる場面の類型を大阪高裁判決に当てはめて検証を行った。

認定給与となる場面については、基本的に法人から役員に対して経済的利益を供与するこ

とについて、明示又は黙示的な客観的意思を有していることが前提となっているものであ

ったといえる。したがって、認定給与として認められるものは、法人が役員に対する金員

等の「支払」について、明示又は黙示的な客観的意思を有していることが賞与と認定され

る上で重要な要件であるものと思われる。 

このことを踏まえて、大阪高裁判決を学説上の認定給与となる場面の類型に当てはめて

検証を行った結果、松沢教授の（c）事実上の推認（事実認定）としての意味における認定

給与以外の場面については、いずれも大阪高裁判決には該当しないものと考える。 

松沢教授の（a）本来的意義の認定給与については、大阪高裁判決では、対象法人が公益

法人であることから（a）に該当しないと思われる。また、同族会社の場合であっても、民

事訴訟において役員の横領行為が認定され、損害賠償請求権が認められている以上は、当

該横領行為が異常不合理と解することは困難であり、（a）本来的意義の認定給与には該当

しないといえる。 

また、松沢教授の（b）不真正な意義における認定給与、大淵教授の（a）及び（b）につ

いては、前提としている事例が法人から役員に対して金員等を支払うことについて、明示

又は黙示的な客観的意思表示を有しているものと認められることから、これらの場面につ

いても、大阪高裁判決の事例には該当しないと考える。 

大淵教授の（c）の場面では、一見すると、松沢教授の（c）と同様の場面のようにも思わ

れるが、大淵教授の（c）の場面では、法
．
人側が
．．．

売上除外や仮装経理により簿外所得を生じ

させ、それを役員に対して贈与しているものであるから、役員が独断で売上除外、仮装経

理による簿外所得を発生させ、当該所得を自分のものとしている場面は含まれないものと
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思われる。したがって、大淵教授の（c）の場面においても、大淵教授の（a）及び（b）の

場面と同様に、法人から役員に対して金員等を支払うことについて明示又は黙示的な客観

的意思を有しているものに限定して認定給与とすべきものであると解することができ、大

阪高裁判決は、大淵教授の（c）の場面も該当しないものといえる。 

しかし、松沢教授の（c）の場面については、会社の意思するところとは別に賞与と認定

されてしまう事例が含まれていることから、大阪高裁判決が松沢教授の（c）の場面に該当

するかについての判断は極めて難しい問題であるといえる。 

松沢教授の（c）の場面において、役員の横領行為による金員の領得を役員に対する賞与

であると追認する事例であるならば、松沢教授の（c）の場面に該当するものであるといえ

る。しかし、大阪高裁判決のような事例では、役員の横領行為による金員の領得を役員賞

与とは認めず、民事訴訟により役員に対する損害賠償請求を行い、それが認められている

ものであることから、法人側は追認行為を行っていないものと解することができ、このよ

うな場合にまで、大阪高裁判決が、松沢教授の（c）の場面に該当するかについては検討の

余地があるといえ、学説上の見解のみでは、大阪高裁判決が認定給与となる場面の一類型

に含まれるのか否かの判断は困難であるといえる。また、前述のとおり、課税当局の立場

としては、松沢教授の（c）を支持して賞与認定を行うものと思われるものの、大阪高裁判

決では、役員の行為に対して追認の意思はなく、このようなケースをすべて役員賞与とす

る松沢教授の考え方は支持できないものと考える。 

本章では、認定給与について理論的な側面から検討を行ったが、これらを踏まえた上で、

次章では、実際に認定給与で争われた裁判例を基に実務的な側面から検討を行い、認定給

与となるには、法人から役員に対して金員等を支払うことについて明示又は黙示的な客観

的意思を有するという要件が必要であるか否かについて検証を行うこととする。 
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第４章 認定給与に係る租税裁判例からの検討 

  

前章では、理論的側面から認定給与の論理構成について検討を行った。学説では認定給

与となる場面の論理として、「法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観

的な意思があるか否か」という要件を前提に論理構成がなされていたように思われる。し

かし、松沢教授の（c）の場面では、会社が意図するところとは別に賞与と認定される事例

が含まれているものであるから、「法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な

客観的な意思があるか否か」という要件が必要であるか否かは十分な検討を要するもので

ある。 

前述の大阪高裁判決については、松沢教授の（c）の学説が、「法人から役員に対して金員

等を支払う明示又は黙示的な客観的な意思があるか否か」という要件が必要であるかにつ

いて不明瞭であることから、大阪高裁判決が、この（c）の場面に該当するか否かの判断は

困難な問題であるといえる。しかし、大阪高裁判決は、横領行為を行った役員に対して損

害賠償請求権を有しており、役員の行為に対して追認行為はないものと認められるから、

このようなケースまで役員賞与とする考え方は疑問が残るところである。 

そこで、本章では認定給与となる上で重要な要件であると考える「法人から役員に対し

て金員等を支払う明示又は黙示的な客観的な意思があるか否か」に着目して、認定給与の

可否について争われた裁判例を考察することによって、実務的な側面からの検討を行うこ

ととする。 

  

第１節 東京高等裁判所平成 3 年 2 月 7 日判決からの検討 

 

東京高等裁判所平成 3 年 2 月 7 日判決39は、X 社（被控訴人・原告）の代表取締役が当該

法人所有の土地を自己の資産であると誤信して自ら売却し、その売却代金を代表取締役が

取得したことについて、所轄税務署長（控訴人・被告）が代表取締役に帰属した金員は、

役員の地位に基づいて支給された臨時的な給与であるとして課税が行われ、これを不服と

して提訴し、その取消しが認められた事例である。 

 

                                                  
39 税務訴訟資料 182 号 303 頁。 
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１．事実概要 

 

  X 社は、給排水・衛生設備工事を営む非同族会社である。X 社の前代表取締役訴外 A

が X 社の本件土地を、不動産登記簿上及び土地台帳上において訴外 A 名義であったこと

から自己の資産であると誤信して、他社に 1 億 4,883 万円で売却した。 

これに対して、所轄税務署長は、X 社が他社に本件土地を売却したものと認定した上で、

本件土地の譲渡益を益金に計上しなかったとして、昭和 61 年 3 月 31 日付けで昭和 57 年

4 月 1 日以降の青色申告承認取消処分及び本件事業年度の法人所得を 1 億 4,082 万 7,924

円、法人税を 5,804 万 6,900 円とする更正処分、572 万 2,000 円の過少申告加算税の賦課

決定処分を行い、さらに、本件土地の売却代金を X 社から訴外 A に賞与を支給したもの

と認定し、その源泉所得税納税告知処分及び不納付加算税の賦課決定処分（以下「本件

処分」という。）を併せて行った。 

  これに対して X 社は本件土地の所有者は訴外 A であるとして、昭和 61 年 5 月 14 日に

所轄税務署長に対し異議申し立てを行ったが、異議決定がなされないことから、昭和 62

年 2 月 24 日に国税不服審判所長に対して審査請求をなしたが、昭和 63 年 2 月 26 日に右

審査請求は棄却された。 

  X 社は右審査請求が棄却されたことから、訴外 A と話し合って、本件土地が X 社所有

のものであり、その譲渡所得は X 社に帰属するとしてなされた本件更正処分等に従うこ

とにし、右処分については、取消訴訟を提起しなかった。 

  しかし、X 社は、本件土地が代表取締役所有であると考えていたため、代表取締役が本

件土地を売却してその売買代金を取得することに異議を述べなかったものであり、売買

代金を代表取締役に賞与として取得させる意思も行為もなく、X 社が代表取締役に右売買

代金相当額を賞与として支給したとなされた本件処分は承服できなかったので、その取

消しを求めて本件訴訟を提起したものである。 

 

 ２．判決内容 

 

「右事実によれば、前示売買の売主はこれを実質的にみても訴外 A 個人であり、右売買

代金債権は同人に帰属するというほかはなく、控訴人の右主張はその前提を欠くことに

なる。 
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 しかしながら、本件土地が被控訴人の所有に属し、右売買代金全額を訴外 A が取得し

たことは前示のとおりであり、同人は、被控訴人に対し、被控訴人に無断で本件土地を

売却したことによる不法行為に基づく損害賠償債務ないしは不当利得に基づく利得金返

還債務を負うこととなり、被控訴人がこれを免除した場合には、右金額相当額の利益を

賞与として訴外 A に支給したとみうる余地がある。 

 ところで、（１）いわゆる認定賞与も、明示又は黙示的な被控訴人のその旨の行為を要

するものであり、訴外 A が本件土地を売却し、その代金を取得したからといって、その

取得が当然に賞与に当たるものではない。前示のとおり、本件土地の右売買当時訴外 A

は本件土地を自己の所有に属するものと認識し、被控訴人もまた同様な認識であったと

ころから、訴外 A の右代金の取得を放任していたものであるが、控訴人の本件処分及び

これに対する被控訴人の不服申立とその審査を経たのち、これを全額返還させる処理を

したものである。したがって、被控訴人において明示的に訴外 A に対して右代金相当額

を賞与として支給し、あるいは前示債務に基づく支払義務を免除していたものでないこ

とはもちろん、黙示的にも同様の行為に出たものとみることはできない。 

 そうだとすると、被控訴人が訴外 A に対していわゆる認定賞与を含めて賞与の支給を

したものではないから、これを前提とする本件処分は、その余について判断するまでも

なく理由がなく、取消しを免れないといわざるをえない。」 

  

３．東京高裁判決からの検討 

  

本判決は、「いわゆる認定賞与も、明示又は黙示的な被控訴人のその旨の行為を要する

ものであり、訴外 A が本件土地を売却し、その代金を取得したからといって、その取得

が当然に賞与に当たるものではない。（中略）被控訴人において明示的に訴外 A に対して

右代金相当額を賞与として支給し、あるいは前示債務に基づく支払義務を免除していたも

のでないことはもちろん、黙示的にも同様の行為に出たものとみることはできない。（括

弧書・傍点筆者）」と判示しており、認定給与となるべき要件として法人から役員に対し

て金印等を支給することを明示又は黙示的な客観的意思が必要であることを明確に判示

している裁判例であるといえる。そして、このような認定給与に対する考え方は大阪高裁

判決以前の裁判例まで引き継がれていたように思われる。 
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  ところで、本判決が認定給与の事例に該当しないとした論理としては、①X 社の代表取

締役が自己の資産であると誤信し売却してしまったこと、②X 社も代表取締役と同様の認

識をしていたこと、③その後、X 社が代表取締役に対して全額返還請求を行い、代表取締

役は法人に当該金員の返還を行ったこと、以上の事実認定から考慮して、法人から役員

に対して金員を支払う明示又は黙示的な客観的意思は無いものと認められ、認定給与の

事例には該当しないものと結論付けているのである。 

本判決の判断と大阪高裁判決とを比較してみると、大阪高裁判決の事実としては、①理

事長の横領が発覚した際に、理事長を含む理事は全員理事を辞職させ、新しい理事長を選

任している（つまり法人側は、理事長に金員を横領されたという認識であると捉えること

ができる）、②理事長も当該金員は横領により領得した金員であることを認めている（理

事長自身も法人から金員を支給された認識はないといえる）、③法人は理事長に対して不

法行為による損害賠償請求訴訟を提起していることから、横領金員の返還請求を行ってい

る、以上の事実からすると、本判決と同様に法人から理事長に金員を支給する明示又は黙

示的な客観的な意思がないことは明白であり、東京高裁判決の認定給与となる論理からす

れば、大阪高裁判決のように、横領発生時から他の理事が横領行為を黙認しているとは認

められず、横領発生後には、民事訴訟により理事長の損害賠償請求権が認められたことか

ら、法人が理事長に金員を贈与したとの追認はないものと認められるような事例について

は、賞与と認定することは困難であるといえる。したがって、大阪高裁判決は法人の意思

がまったく考慮されていない判決であったといえよう。 

また、本判決は、「同人（被控訴人の代表取締役）は、被控訴人に対し、被控訴人に無

断で本件土地を売却したことによる不法行為に基づく損害賠償債務ないしは不当利得に

基づく利得金返還債務を負うこととなり、被控訴人がこれを免除した場合には、右金額相

当額の利益を賞与として訴外 A に支給したとみうる余地がある。（括弧書筆者）」と判示

している点も支持すべきところである。つまり、大阪高裁判決の場合にも同様に、横領行

為が発覚した後に、法人が理事長に対して返還請求を行わなかった場合には、法人は理事

長に金員を支給する黙示的な意思があるとして賞与と認定することが可能となるのであ

る。 

 

第２節 京都地方裁判所平成 14 年 9 月 20 日判決からの検討 
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本判決は、前述した大阪高裁判決の原判決にあたるものである。本判決は、役員賞与に

は該当しないものとして源泉所得税納税告知処分を取り消す判決を下したものであり、こ

れは法人の意思をその判断根拠としているものであり、上記の東京高裁判決と同じ流れの

判断をなしたものであるといえる。これに対して大阪高裁判決はこの流れを断ち切ったも

のであると言えよう。 

以下では、この京都地法裁判所平成 14 年 9 月 20 日判決の内容について詳しくみてみる

こととする。 

  

１．判決内容 

 

「本件金員の移動によって、前記のとおり、それがＡの所得として、課税対象となるこ

とは明らかであるとしても、そのことから、法が定める現行の源泉徴収制度の下で、源

泉徴収の対象となる法２８条１項所定の給与や賞与の支払いがあったといえるかどうか

については、更に、検討が必要であって、本件事実関係の下では、いわばＡによる横領

行為の被害者ともいうべき原告に対し、Ａの所得についての源泉徴収をして納付する義

務があることを前提とする本件各処分は、いかにも不当な結論であると考えられる。課

税庁との間の法律関係においても、本件金員の移動によって、原告がＡに対して法２８

条１項所定の賞与を支払ったとまではいえないと考えられる。」 

 

「給与所得とは、雇用関係又はこれに類する関係において、非独立的労働ないし従属的

労働の対価として他人から受ける報酬及び実質的にこれに準ずる給付に係る所得である

と解するのが相当であり、役員賞与についても、それが利益処分的な性格を有するもの

とはいっても、あくまでも、それは『給与』であるとされており、その判断に当たって

は、『給与支給者との関係において何らかの空間的、時間的な拘束を受け、継続的ない

し断続的に労務又は役務の提供があり、その対価として支給されるものであるかどうか』

を重視すべきものと解される（最２小判昭和５６年４月２４日・判時１００１号２４頁

参照）。本件事実関係の下では、まず、本件金員の移動によって、原告が本件金員を『支

払った』ことになるのか否かが問題になる。本件事実関係の下では、Ａは、定款により

社会福祉法人である原告の代表権を有していたものであるが、単独では、業務執行の権

限はなく、本件金員の移動は、その権限外のことで、また、Ａが、原告に帰属すべき本
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件金員を、正規の経理上の手続を経ることなく、X 名義の口座からＡ個人名義の口座に移

動させたことは、原告との関係では違法な行為（委任契約上の義務違反又は不法行為上

の義務違反）に当たることは明らかであり、正に、法人の金員の横領行為であったもの

で、しかも、原告としては、支払者として、Ａからその所得税を天引により徴収する余

地はなかったもので、法が予定しているように原告という法人がＡから所得税を源泉徴

収する余地はおよそ考えられない形態の金員の移動であったというべきである。原告と

して、当時、本件金員をＡに『支払った』ものということができるかどうかは、極めて

疑問であるといわなければならない。」 

  

「原告は、後に各理事が交代して、Ａらに対し、別件訴訟を提起して、その損害の賠償

の支払を求め、その請求を認容する判決が確定しており、少なくとも別件訴訟において

も、裁判所は、法人である原告が本件金員の移動を是認していたとの判断をしなかった

ことになる。むしろ、本件事実関係によれば、本件金員の移動は、法人としての原告の

当時の客観的な意思（それはＡの意思とは異なる。）に反していたものというべきで、

これを原告がＡに支払ったとみるのは無理であると考えられる。原告の源泉徴収による

前記の納税義務は、法１８３条１項の支払の際に発生すると解されるところ、本件金員

の移動については、この要件があったとまでは認められないといわざるを得ない。」 

  

「本件金員の移動は、Ａらが、自己の個人的用途に使用する目的で、不正に、原告の資

金を移動したものであることが明らかであり、その事実経過、金額、その他いかなる観

点からみても、それがＡがした原告の理事長としての職務・役務の提供と対価の関係に

立つものでないことも明らかであるといわなければならない。本件事実関係によれば、

本件金員の移動は、専ら、Ａが、その個人的用途に使用する必要に応じて、その都度、

個人的用途に必要な金額分についてされたものであって、法人である原告側の事情は一

切無関係であると認められ、このような本件金員が、理事長としてのＡの職務、役務の

提供と対価関係にあると解するのは、不合理というべきである。さらに、原告は、会社

とは異なり、社会福祉法人であることからしても、本件金員の移動を原告のＡに対する

利益処分と解することも疑問であるといわなければならない。むしろ、本件金員の移動

によるＡの利益は、専らＡ個人の都合に応じた利益とみられるのであって、それは、課

税関係では、Ａの所得であることは明らかであるが、源泉徴収の対象となる法２８条１
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項所定の給与や賞与であると認めるのは無理であって、それ以外のＡの所得として、Ａ

個人から徴収されるべきである。」 

 

「被告の主張の中で、被告が挙げるいわゆる認定賞与の事例の中には、法人の規模や実

態から法人とその代表者の行為とを一体的にみることのできる事実関係があるものもあ

ると考えられ、そのような事例と本件を比較すると、本件各証拠によってＡが被控訴人

の内部で様々の経理処理について実質的には相当の決定権を有していた実態があったと

認められるとしても、原告には代表者個人とは別個の社会福祉法人の実態があって、社

会福祉法に従って経理処理がされていたことも明らかであるというべきであるから、両

事例は事実関係が異なるものと考えられる。」 

  

２．京都地裁判決からの検討 

 

本判決では、社会福祉法人という社会福祉法独自の特異性を考慮し、「認定賞与（給与）

の事例の中には、法人の規模や実態から法人とその代表者の行為とを一体的にみること

のできる事実関係があるものもあると考えられ、そのような事例と本件を比較すると、

……Ａが原告の内部で様々の経理処理について実質的には相当の決定権を有していた実

態があったと認められるとしても、原告には代表者個人とは別個の社会福祉法人の実態

があって、……両事例は事実関係が異なるもの（括弧書筆者）」として、A が X 社会福

祉法人を実質的に支配していたとしても、A の行為を X 社会福祉法人行為と見ることが

できないとして判示している。この点に関して大阪高裁判決の X 社会福祉法人と理事長

を一体として見ている点とは異なる認定事実であるといえる。X 社会福祉法人と理事長 A

とを別個なものと捉えているからこそ、本判決は X 社会福祉法人が理事長 A に対して金

員を支払う客観的な意思を有しているかを検討しているのである。本判決では、X 社会福

祉法人が A に対して金員を支払う客観的な意思があったか否か、すなわち、給与支給者

が受給者に給与を支払うことに関して、明示又は黙示的な客観的な意思があったか否か

に重点を置いて結論が下されているものと思われる。この点については、大阪高裁判決

の実質的な支配権を有する理事長の手元に法人の金員が渡れば賞与という認定論理とは
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真っ向から対立するものであるといえる40。 

本判決は、民事訴訟により損害賠償請求が確定している点において「少なくとも別件

訴訟においても、裁判所は、法人である原告が本件金員の移動を是認していたとの判断

をしなかったことになる。むしろ、本件事実関係によれば、本件金員の移動は、法人と

しての原告の当時の客観的な意思（それはＡの意思とは異なる。）に反していたものと

いうべき」として私法上の理事長に対する損害賠償請求訴訟を考慮し、X 社会福祉法人は

A に対して給与を支払うという客観的な意思がない旨を判示している。つまり、大阪高裁

判決において全く考慮されなかった、私法上の事実である損害賠償請求訴訟を行うこと

によって、X 社会福祉法人が A に対して経済的利益を供与していないという法人の意思

を汲み取った判示となっているといえる。 

三木義一教授は、「本件判決が『支払い』という要件から会社の意思に反する支出は源

泉徴収の対象になる給与や賞与に該当しないと判断したことは重要であり、基本的に支

持されるべきものであろう41。」と述べられており、本判決を支持している。大淵教授も

「この判決の論理のプロセスは、税法規定への当てはめの前提となる私法上の事実の確

定（評価）にあたり、理事長の権限外の横領という不法行為による金員の移転が、X 社会

福祉法人からの給与の支払であると認定することは困難であるという当然のことを前提

とした判示であ（り、）正に正鵠を射た判決であると思料する42。（括弧書筆者）」と述べ

られ、本判決を支持している。 

これに対して品川芳宣教授は、「本判決は、本件金員の移動は甲が個人的に行ったもの

であり、法人としての X 法人が所得税を天引き（源泉徴収）する余地がなかった旨を判

示し、いわば正規の経理上の手続を経て支払われる役員報酬や従業員給料を想定した判

断を示している。しかしながら、所得税法上、給与所得となる『給与等』には、そのよ

うな正規の手続に基づき金銭によって支払われる収入金額のみならず、使用者から給付

される金銭以外の物又は権利その他の経済的利益も含まれ、法人税法上の『給与』につ

いても、債務の免除による利益その他の経済的な利益も含まれるところ、このような経

済的利益の供与については、通常『支払』の有無、源泉徴収義務の有無等が問題となる

が、問題となるから言って直ちに『支払』それ自体を否定してしまうと、経済的利益を

                                                  
40 大淵・前掲注 17「判例 法人税法講座(第 14 回)」35 頁参照。 
41 三木・上西・前掲注 19、328 頁～329 頁（税務経理協会、2006）。 
42 大淵・前掲注 17「判例 法人税法講座(第 14 回)」36 頁。 
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課税する税務上の規定が無意味となる43。」と述べられ、本判決を否定的に捉えている。 

しかし、経済的利益を課税する場合とは、横領行為を行った理事長に対して損害賠償

請求を行わなかったときのように、法人が経済的な利益を供与することを黙認している

ような場合に課税するものであるから、本判決で「支払」を否定したとしても経済的利

益を課税する意味はなくならないものと考える。つまり、役員に対する無利息貸付や低

廉譲渡のように給与が正規の手続きを経なくても成立することは理解でき、そのような

場合に経済的利益を課税する税務上の規定が有効なものとなる。しかし、本件のように

理事長に対して横領された金員を返還請求する場合のように、法人から役員に対して明

示又は黙示的な客観的な意思がないとするような場合にまで「支払」として解するのは

困難であると思われる。したがって、役員の横領行為があった場合に、法人がその役員

に対して横領行為による損害金の返還を求めなかった場合や、損害賠償請求を行ったが、

その後において法人が当該役員に対して損害賠償請求権を免除した場合のようなときに、

法人は横領行為を行った役員に対して当該金員を支出することに黙示的な意思があると

解することができ、このような場合にこそ、経済的利益を課税する必要があり、法人税

法に規定されている経済的利益の供与を役員給与に含むことの機能を果たしているとい

える。 

また、青栁達郎教授も本判決に対して「そもそも、内部規定等に違反した行為であって

も、代表者等が実行した行為は法人の行為とみなされるのであり、代表者等がその地位
．．．．．．．．．

に基づいて経済的利益を取得した
．．．．．．．．．．．．．．．

場合には、それが違法な利益供与であっても所得に該

当し、所得に該当すれば職務の対価としての給与と認定するのが自然である44。（傍点筆

者）」と指摘されている。 

しかし、代表者の違法な所得を構成したら何故即座に給与となるのかについては疑問

であるといえる。代表者に対して違法所得を課税することについては異論はないが、違

法所得がなぜそのまま給与と認定されてしまうのかについての説明がなされていないも

のである。また、代表者の横領行為は、代表者がその地位に基づいて
．．．．．．．

行ったものではな

く、代表者の地位を利用して
．．．．．．．

行ったものであると考えられ、代表者の地位を利用するこ

                                                  
43 品川芳宣「FOCUS 社会福祉法人理事長に対する認定賞与と源泉徴収義務(京都地裁平

成 14.9.20 判決)」税研 18(6) (通号 109)、99 頁（2003）。 
44 青柳達朗「認定賞与についての小論(下)法人税及び源泉所得税の見地から」山口経済学

雑誌 55(4)、64 頁（2006）。 
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とによって、横領行為自体は成立するが、そこから役員賞与と認定することは理解し難

いと考える。 

したがって、本判決は、社会福祉法人と理事長を別個のものと捉えることによって、

社会福祉法人が賞与を支払う意思があるか否かという点に着目して賞与か否かを判断し

ている点で支持されるべき判決であると考える。そして、法人から理事長に経済的利益

による「支払」が行われたか否かについて具体的な検討を行い、別件訴訟による理事長

に対する損害賠償請求権を前提として、当該金員の取得は理事長の横領行為によるもの

であるから社会福祉法人は理事長に対して金員を支払う明示又は黙示的な客観的意思は

ないと認定したことは正に事実に即した認定であったといえる。 

 

第３節 東京地方裁判所平成 19 年 12 月 20 日判決からの検討 

 

本判決は、同族会社である X 社（原告）の雇われ社長が、横領行為により、約 3 億円の

金員を領得したことについて、民事訴訟により損害賠償請求権が確定していたにもかかわ

らず、課税当局が当該代表取締役の金員の領得を役員賞与に該当すると認定され、法人税

及び消費税の更正処分、役員賞与に係る源泉所得税納税告知処分等が行われた事案である。 

本判決では、大阪高裁判決とは異なり、原告である法人は同族会社であり、この場合に

賞与として認定される根拠について以下にみてみることとする。 

 

１．事実概要45 

X 社は平成 7 年 4 月に設立した栄養補助食品の製造販売等を営む株式会社であり、そ

の株式の 100％を B が所有する同族会社である。設立当初は、A が代表取締役であった

が平成 9 年 1 月 24 日から友人である B が代表取締役に就任し、横領行為（X 社から B

への金員の移転）を行った。そして、当該横領行為の手口としては、X 社が仕入先に対し

て水増しした仕入代金の支払の一部を、その日に B が指定する預金口座に振り込ませる

という手口によるものであった。 

また、本件横領発覚後において、B を解任し、平成 13 年 9 月 21 日以降からは A が代

表取締役として就任するとともに、A は、部下に仕入先との間の取引について調査させ、

                                                  
45 大淵・前掲注 15「判例 法人税法講座(第 24 回)」34 頁参照。 
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B に対して仕入先からの振込みのほかに現金の授受を含め、合計 2 億 3,244 万円が支払

われていたこと及び有料セミナーの料金の着服等が判明した。これに対して、X 社は、所

轄警察署に刑事告訴について相談したが、有料セミナーの料金の着服は告訴できるとい

われたが、仕入水増し代金の支払による横領の事実については帳票書類の不備等のため

に刑事告訴を断念した。 

そこで、平成 15 年 1 月 22 日、X 社の担当者が B の住所地の所轄税務署長に B のリベ

ート受領の事実を告発したところ、平成 16 年 2 月 3 日において X 社の税務調査が行われ

た。 

所轄税務署長は、このほかにも現金の授受によるものを含めた売上原価の水増しの過

大計上について、売上原価の損金性を否認し、代表取締役 B に対する役員給与に該当す

るとして、法人税及び消費税の各更正処分、源泉所得税納税告知処分、重加算税賦課決

定処分並びに青色申告承認取消処分を行った。 

X 社は、本件課税処分後、関連会社の甲社に営業を譲渡した。そして甲社は、B の不法

行為による損害賠償請訴訟を提起し、平成 18 年 9 月 21 日に、横領された金額と同額の

2 億 3,244 万の損害賠償の支払いを命ずる判決が言い渡され、確定している。 

 

２．判決内容46 

  

本判決は次のとおり判示して、B の横領行為による金員を X 社から B への賞与と認定

し、X 社の取消請求等を棄却した。 

  

売上原価水増しにより C が利得した金員の性質 

 「原告はその支出に関する監視が形骸化していること等から、仕入先等に対する売上原

価として損金計上した金額のうち、B が指定する銀行口座に振り込まれる等した金額につ

いては、原告から仕入先等に対する代金の支払という外形をとるものの、実質的には各

取引を介して B に対して金員が移転され、B が同金員を取得したものと見ることができ

る。 

  さらに、このような商品取引については代表取締役である B が形式的にも実質的にも

                                                  
46 大淵・前掲注 15「判例 法人税法講座(第 24 回)」32 頁～33 頁参照。 
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これを有効に行う権限を有していたことからすれば、かかる原告から B に対し経済的な

利益が給付されたものということができる。また、かかる金員の移転は、取引の開始す

る段階で B から提示された条件であるから、このような B の行為は代表取締役たる地位

に基づいてなされたことは明らかであることからすれば、B の代表取締役たる地位に基づ

いてなされた給付であるといえ、法人税法上の役員給与に該当するということができる。 

  原告は、B の行為は委任の範囲を超えた横領行為であり、会社の代表取締役に与えた権

限を逸脱した行為であることからすれば、B の行為を原告の行為とみなすことはできない

と主張するが、代表取締役は業務執行機関であり、会社の営業に関する一切の裁判上又

は裁判外の行為について包括的な代表権を有する者であるから、B に、原告の取引行為に

伴い経済的な利益が移転した場合、それは代表取締役の業務執行行為として行われたと

見るほかなく、したがって、当該代表取締役の地位又は権限に基づいてなされたという

関係が認められ、給与所得に該当するものというべきである。原告は、私法上の効力を

念頭に上記主張を行うものであるが、法人税法上の「給与」の概念を基礎付ける行為は、

必ずしも、私法上の有効性にかかわらないものと解されるので、原告の上記主張は採用

できない。」 

  

「給与等の支払」の意義 

 「所得税法 183 条 1 項は、給与等の支払をする者に対し、その支払の際、その所得税を

徴収することを義務付けており、この「支払」とは、所得の正確な把握と徴収の確保と

いう趣旨から、所得の源泉を問わずに担税力を増加させる経済的利益の移転行為のすべ

てをいうものと解され、これがいかなる源泉で生じたものか、適法な利得か不法な利得

かを問わない包括的な利益移転行為をいうものと解すべきである。そうすると「支払」

については、それが給与等に該当するものである以上、支払者がいかなる趣旨でこれを

支払ったというような支払者の主観的意思とはかかわりなく決すべき事項であるから、

給与等の客観的性格から給与等に該当することが判断でき、かつ、これを移転する行為

を認められれば足りると解するのが相当であり、X 社の売上原価の水増計上した部分の取

引先を通じた B への金員の移転部分は給与所得に該当する。 

X 社は、法人の意思に反する金員の移転を「給与」とすることは文言解釈の限界を超え

ているし、課税庁が意思に反した認定事実を前提に課税関係を形成するという結果を招

来すると主張する。しかしながら、給与に該当するか否かについては、その金員の移転
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や利益の取得が、職務執行の対価に準ずる性質を有するかどうかといった事情や法人に

おける地位に基づいて支給されたものかどうかといった点を併せ考慮して判断する事項

であって、当該支出が私法上の給与として支給される機序に基づいてなされた否かとい

った事情やその支給に当たり当該法人において給与として適正な手続を経て支給された

のかといった事情が影響されるものではなく、もちろん、当該法人が事前又は事後に当

該支給を給与とすることに対し明示又は黙示に同意を与えるか否かといった事情が影響

するものではない。このことは、給与の意義については、その金員の客観的な性質によ

って判断されるところ、X 社の主張するような法人の主観的意思によって給与所得か否か

が決することは、所得の基礎となる給与該当性の判断を当該法人が恣意的に操作する結

果となるおそれがあるという面からも、上記解釈が正当である。」 

  

３．東京地裁判決からの検討 

  

本判決は、雇われ社長である代表取締役の横領行為は、法人と役員との委任契約の範

囲内のものであり、当該行為は、代表取締役の地位又は権限に基づいてなされた行為で

あると認定されたものである。賞与認定の判断要件の一つとして、役員の委任契約の範

囲内か否かにより判断をするものである。しかし、社会通念上、横領行為のような不法

行為まで委任契約の範囲に含まれるという判示については理解し難いものであると考え

る。 

また、X 社が B に対して刑事告訴を考えたが、帳票書類の不備等により断念している

点や、横領行為発覚直後に、代表取締役であった B を解任させている点、さらに X 社が

B の横領行為を B の所轄税務署に告発している点等から加味すると、これらを覆す十分

な理由を示さないまま、先の民事訴訟で確定された損害賠償請求権を否定しており、本

判決の役員賞与と認定した論理には疑問があるといえる。 

本判決の賞与認定となる根拠として、大淵教授は、（イ）X 社はその支出に関する監視

が形骸化していること、（ロ）このような商品取引については代表取締役である B が形式

的にも実質的にもこれを有効に行う権限を有していたこと、（ハ）本件金員の移転は、X

社から B に対し経済的な利益が給付されたものであること、（ニ）かかる金員の移転は取
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引の開始する段階で B から提示された条件であること、以上の根拠を挙げている47。その

中で大淵教授は、（イ）、（ロ）については、仕入先を利用して X 社の金員を不法に領得し

て違法所得を得たという根拠にはなるが、その利得が役員給与となる直接的な根拠には

なり得ないと指摘し、（ハ）については、そもそも争点であるから根拠とはならないとし、

（ニ）に関しては、根拠とはなり得る要素はあるが、取引の条件になっているか否かが

横領行為又は役員給与の認定判断を左右するものではないとして本判決の役員賞与の認

定の論理についての不十分性を指摘している。 

つまり、本判決は結局のところ大阪高裁判決と同様に、実質的な支配権のみを理由に

役員賞与と認定しているものであり、明確な根拠なく賞与と認定しているものであると

いえる。これらの問題点については、第２章において論じた通りである。 

そこで、前述した東京高等裁判所平成 3 年 2 月 7 日判決や京都地方裁判所平成 14 年 9

月 20日判決の認定給与の論理のように法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙

示的な客観的な意思があるか否かを認定することが、認定給与か否かの重要なメルクマ

ールとなるものと思われる。 

ただし、法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意思を検討す

る前段階として、横領行為を B が法人を実質的に支配していたことによって横領行為に

どのような効果をもたらしたかという点を考慮しておかなければならない。B は法人の実

質的な支配権を有していたことから、確かにその地位によって、他の役員や従業員より

も安易に金員等を領得することができる立場にあったものと思われる。つまり本判決は、

この点のみを考慮して、法人の実質的な権限を有している B の金員の領得を賞与と認定

しているものであるといえる。 

しかし、B が法人を実質的に支配していることによって、金員を領得することができる

こと以外に、他の役員（株主）に横領行為を行っている事実（情報）を隔離して、法人

の秘密裏に当該横領行為を行うことができるという権限を有しているものである。仮に、

B が、他の株主に横領行為を行っている事実（情報）を与えているものと認められる状況

にあった場合には、当該横領行為は、法人も認容している行為であることから、前述し

た法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意思を有しているもの

                                                  
47 大淵博義「判例 法人税法講座--法人税法解釈の判例理論の検証とその実践的展開(第 25

回)税法の解釈適用と事実認定(2)横領による金員の移転を役員給与と認定した最新判決を

素材として」税経通信 63(4) (通号 892)、47 頁～48 頁（2008）参照。 
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と認められ、認定給与として更正処分を行うことが可能となるのである。しかし、本判

決の事実概要からは、株主が雇われ社長の横領行為を黙認していたような事実はみられ

ないことから、株主の全く知らない状況で横領行為が遂行されていたと考えるのが妥当

であるものと考える。 

このような前提を考慮した上で、以下では、本判決を東京高等裁判所平成 3 年 2 月 7

日判決や京都地方裁判所平成 14 年 9 月 20 日判決の認定給与の論理のように、法人から

役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意思があるか否かという要件に着

目しながら検討を行うこととしたい。 

雇われ社長である代表取締役が仕入代金の水増計上のキック・バックという手法によ

り、法人の金員を不正に取得していたものであるが、このような隠ぺい行為が行われた

場合、他の役員等が横領行為発生時に代表取締役の横領行為の事実を認識しているか否

かが重要な事実となるものと考える。横領発生時に、横領行為を行う役員が堂々と法人

の金員等を不正に取得している場合や、前述したように役員の横領行為の事実（情報）

を他の役員等に知らせ、それにもかかわらず他の役員（株主）が黙認しているような場

合には、法人は役員に対して金員等を支払っているという明示又は黙示的な客観的意思

を有しているものと認定することができ、そのような場合には認定給与となるべき事例

であるものということができよう。 

また、他の役員等が当該横領行為を知らない間に、隠ぺい仮装行為等により、役員が

横領行為に係る金員等を取得した場合には、法人側は横領発覚時に初めて当該横領行為

を知るわけであるから、そのような場合には、法人が役員に対して金員等を支払うとい

うことの追認の有無が賞与認定に関する重要な判断要素となるものと考える。 

本判決では、まず、B の横領行為の手法が、X 社が仕入先に対して水増しした仕入代金

の支払の一部を、その日にBが指定する預金口座に振り込ませるという手法であるから、

このような隠ぺい行為に対して、株主である A が黙認していたとは認め難いものと思わ

れる。したがって、B が横領行為を行っていた当時、X 社は B の横領行為を黙認してい

たとは認められない。 

また、横領発覚後に A が代表取締役に就任していることや、横領金額を調査して刑事

訴訟を試みようとしていたこと、雇われ社長である B に対して、横領行為に対する不法

行為責任により、損害賠償請求訴訟を提起し勝訴判決となっていること等を勘案すると、

法人の追認行為は無いものと認められ、法人が役員に対して金員等を支払う明示又は黙
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示的な客観的意思を有していないものであり、本判決の認定給与とした判断は妥当では

ないものと考える。 

 

第４節 仙台高等裁判所平成 16 年 3 月 12 日判決からの検討 

 

本件は、大阪高裁判決と同様に、公益法人である X 社会福祉法人（原告・被控訴人）の

理事長 B が X 社会福祉法人の資金を不正に引き出したところ、所轄税務署長（被告・控訴

人）が、当該資金の移動を X 社会福祉法人から A に対する役員給与であると認定し、X 社

会福祉法人に対して源泉徴収義務による納税告知処分及び重加算税の賦課決定処分（以下

「本件各処分」という。）を行い、X 社会福祉法人は本件各処分の取消しを求めた事案であ

る。 

 本判決では、大阪高裁判決とは異なり、横領行為を行った理事長に対して民事訴訟によ

る損害賠償請求ではなく、理事長に対して分割弁済による債務弁済契約公正証書により、

損害賠償請求権を認識しているものである。 

 本判決がどのような論理で賞与と認定されているのかについて以下に詳しくみてみるこ

ととする。 

 

１．事実概要 

 

 X 社会福祉法人は、平成 8 年 4 月 1 日に設立された社会福祉法人である。B は X 社会

福祉法人において、設立当初から辞任する平成 10 年 2 月 13 日まで、X 社会福祉法人を

代表する理事長であった。さらに X 社会福祉法人設立当時、A、A の夫である B、B の父

親が、寄附総額の約 65 パーセントを寄附していた。 

A は、架空路盤改良工事を発注し、2,400 万円を X 社会福祉法人の口座から引き出し、

A 名義の準備室口座を経て、B の経営する Y 社に入金した。また、X 社会福祉法人は、

販売業者から発電機システムを 3,605 万円で注文するに当たり、B は、リース会社を介在

させ、販売会社からリース会社への発電機システムの販売価格を 4,200 万円とし、販売

業者から差額金の 595 万円を返すように依頼し、当該金額を小切手で受け取った。こう

して、A 等は、X 社会福祉法人から 2,995 万円を領得した。 

横領行為発覚後、A は平成 10 年 2 月 13 日に代表者を退任し、同年 3 月末に A の実弟
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が X 社会福祉法人の事務長を退職し、さらに平成 12 年 3 月末に A の父親が X 社会福祉

法人の代表者を退任し、その後は A とその親族は X 社会福祉法人の運営に関与していな

い。 

X 社会福祉法人は A の横領行為に対して、平成 12 年 7 月 3 日、X 社会福祉法人に返済

すべき債務を負担していることを確認し、これを分割弁済する旨の債務弁済契約公正証

書を作成した。 

所轄税務署長は、平成 10 年 7 月 7 日付けで、X 社会福祉法人に対し、X 社会福祉法人

から A へ不法に移転した金員を役員給与と認定し、源泉所得税納税告知処分及び重加算

税賦課決定処分をした。 

 

２．判決内容 

 

給与所得について 

「所得税法２８条１項は，給与所得について『俸給，給料，賃金，歳費及び賞与並びに

これらの性質を有する給与に係る所得』と規定し，給与所得を包括的に規定している趣

旨からすると給与所得を実質的に解し，雇用契約に限らず，これに類する委任契約など

の原因に基づき提供した労務（役務）の対価として，あるいは労務（役務）を提供する

地位に基づいて支給されるものを含むものと解すべきである。 

ところで，法人の役員は，その役務提供の内容が極めて包括的かつ広範で法人の業務

全般に及ぶものであり，役員に就任していること自体（地位）によって法人に貢献する

ことも含まれうるから，その役務提供の対価性の判断に当たって，具体的かつ個々的な

業務を観念することは困難であり，相当でもない。ことに代表権を有する役員の場合に

は，代表権を有しない役員の場合より格段に権限が広範であり，なおさら上記のことが

いえる。 

 とりわけ，法人経営の実権を代表者が掌握し，法人を実質的に支配している事情があ

る場合には，代表者は，実質的に，その法人資産を自由に処分し得る地位及び権限を有

し，簿外資産を捻出し，これを当該法人の事業とは無関係に利得し，費消することも可

能であるから，その者が法人から得る利益を，その地位及び権限と切り離してその対応

を観念することは著しく困難である。 

 そうすると，法人経営の実権を代表者が掌握し，法人を実質的に支配しているような
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法人において，代表者がその意思に基づき，法人の資産から，経理上，給与の外形によ

らず，法人の事業活動を利用して利益を得たような場合には，その利益は，当該代表者

の地位及び権限と無関係に取得したと見ることは相当ではなく，当該代表者の地位及び

権限に基づいて当該法人から当該代表者に移転したものと推認することができると解さ

れる。 

 他面，このような利益を代表者が取得している以上，代表者がその地位及び権限に基

づいて当該法人から利益を得て担税力を増加させているにもかかわらず，給与所得の課

税を免れるとすれば，租税負担公平の原則に反する結果となる。 

 したがって，法人代表者が法人経営の実権を掌握し法人を実質的に支配している事情

がある場合，このような法人代表者が，自己の権限を濫用して，当該法人の事業活動を

通じて得た利得は，給与支出の外形を有しない利得であっても，法人の資産から支出を

し，その支出を利得，費消したと認められる場合には，その支出が当該法人代表者の立

場と全く無関係であり，法人からみて純然たる第三者との取引ともいうべき態様による

ものであるなどの特段の事情がない限り，実質的に，法人代表者がその地位及び権限（こ

れに基づく法人に対する貢献などを含む。）に対して受けた給与であると推認することが

許されるというべきである。」 

 

源泉徴収すべき支払について 

「所得税法１８３条１項は，給与等の支払をする者に対し，その支払の際，その所得 税

を徴収することを義務付けている。この『支払』とは，所得の正確な把握と徴収の確保

という趣旨から，所得の源泉を問わずに担税力を増加させる経済的利益の移転行為の全

てをいうものと解され，いかなる源泉から生じたものであるか，適法な利得か不法な利

得かを問わない包括的な利益移転行為をいうと解するべきである。 

 また，源泉徴収義務者（法人）は，受給者（役員）が権限を濫用して違法に給与を得

た場合には，これに対し損害賠償請求することが可能であり，また，利得金の返還を受

けた場合には更正処分等により対処することが法的に可能であるから，源泉徴収義務者

（法人）を不当に扱うことにはならない。却って，このような場合に，法人が源泉徴収

義務を免れ得るとすれば，法人と当該役員等が結託することにより容易に源泉徴収義務

を免れることになり，所得の正確な把握と徴収の確保という源泉徴収制度の趣旨に反す

ることになる。」 
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B の享受した経済的利益について 

「本件各金員は，B が被控訴人の理事長たる地位を濫用して，理事会の議決を経ずに， 被

控訴人の資金を引き出し，また不正な経理処理をして被控訴人に債務を負担させ，いず

れも夫のために自ら取得したものである。 

 ところで，……X 社会福祉法人は，平成８年４月１日，……設置運営を主たる目的とし

て設立された社会福祉法人であるが，その設立に当たり，A の夫 B が１億２７００万円

を借り入れし，そのほぼ全額を寄付したこと，A が一人で設立行為を行い，設立と同時に

理事長に就任したこと，X 社会福祉法人の定款には，理事は８名（うち１名が互選で理事

長に選出され，理事長のみが代表権限を有する。）で理事長が委嘱するとされ，法人の業

務は理事会で決し，日常の軽易な業務は理事長が専決し，予算は毎会計年度開始前に理

事長が編成して，３分の２以上の理事の同意を得ることを要するなどの記載があり，設

立当初の役員として，理事長 A ほか，理事７名，監事２名の記載があり，設立後遅滞な

く定款に基づき役員の選任を行うとされていたこと，しかしながら，A は，平成９年４月

１日特別養護老人ホーム蓬生園が開園するに当たり，やっと理事を委嘱し，開園前には

理事会も開かれないで理事会の機能は全く働いていなかったこと，また，理事委嘱後も，

平成９年９月に青森県の監査により指摘を受けるまで，理事会は，形式的に１回開かれ

た程度で，実質的に機能していなかったこと，理事長の専決事項を定めた定款細則は平

成９年９月に青森県の監査により指摘を受けるまでは作成されなかったこと，そのよう

な状況の下で，A は，A の全額寄付者である B の妻であり設立代表者として（A は，被

控訴人の設立につき，夫 B に全面的な理解と協力を得ていたと考えられる。），実質的に

一人で，X 社会福祉法人の設立行為をし，特別養護老人ホーム蓬生園の開園準備をし，経

理事務を含め被控訴人の運営全般を専断実行し，開園準備期間中である平成８年５月３

１日には，青森ロード工業との間に工事代金を２４００万円とする架空工事を計上し，

運用財産として被控訴人口座に準備されていた金員を準備室口座に移し替え，その後，

順次引き出して費消し，また，開園後間もない平成９年６月２日に発電機１台のリース

契約を締結した際に，真実の代金は３６０５万円であるにもかかわらず，代金が４２０

０万円であるかのように水増して X 社会福祉法人にリース契約を締結させ，その差額を

取得し，夫 B の事業資金に費消したこと，が認められる。 

 以上によれば，A が，X 社会福祉法人の実質的な設立者として理事長に就任し，ワンマ
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ン理事長として，X 社会福祉法人が運営する老人ホームの開園準備，開園後の運営を含め，

X 社会福祉法人の経営を一人で専断実行し，それを牽制する理事会も全く機能していなか

ったという事情の下で，その代表者としての意思で，X 社会福祉法人の事業活動の体裁を

採りつつ，X 社会福祉法人の資金から金員を引き出し，また不正な経理処理をして X 社

会福祉法人に債務を負担させて本件各金員を取得したのであるから，本件各金員は，A が，

実質的に多額の寄付をした設立者であり，ワンマン理事長である地位及び権限に基づき，

いわば公私混同して，夫の事業資金捻出のため，X 社会福祉法人の資金を流用し，取得し

たものであるといえる。 

 そうすると，A の本件各金員の取得は，A の X 社会福祉法人における上記の地位及び

権限に基づく以外には考えられないのであるから，……被控訴人の代表者であったAが，

代表者の地位及び権限を濫用したものであるが，A が被控訴人の理事長として実質的に有

した権限に基づきなした役務に対し，ないし理事長として実質的に有した地位（法人に

対する貢献などを含む。）に基づいて支給されたもの，すなわち給与（臨時の一時金とい

えるので賞与）であると推認することが許されるものと解される。」 

 

結論 

「以上によれば，A の本件各金員の取得は，X 社会福祉法人から A に対する給与の支払

と推認できるから，……本件各処分はいずれも適法であるというべきである。」 

 

３．仙台高裁判決からの検討 

  

本判決の賞与認定の論理は、前述した大阪高裁判決等と同様に、横領行為を行った理事長

の実質的な当該法人の支配権を理由に、役員の行為を法人の行為と認定し、横領により移

転した金員を法人の意思に基づいて役員に経済的な利得を与えたものとして賞与と認定

しているものである。つまり、本判決では、A が X 社会福祉法人において、実質的支配

権を有していることから横領行為を行うことができたということを証明しているだけで

あり、これだけでは、A
．
が理事長の地位を利用して
．．．．．．．．．．．．

、横領行為を行ったことはいえるが、

理事長の地位に基づいて横領行為を行った
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことはいえないものと考える。 

また、X 社会福祉法人から A に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意思を

有するか否かの前提として、前述した他の理事に対して横領行為を行った事実（情報）を
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隔離しているかどうかの検討はなされていないものであるといえる。このような観点から

本判決をみると、実質的な権限を有する A の他に、同族関係者が 2 人おり、極めて同族

会社の性質が強いことから、横領行為を行っている事実について同族関係を有する 2 人

が黙認していた可能性も否定できない。 

このことを前提に置きながら、本判決においても前述した東京地方裁判所平成 19 年 12

月 20 日判決と同様に、法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意

思を有しているか否かに着目して、本判決の検討を行うこととする。 

本判決では、法人の意思という観点からは、A の横領行為に対して債務弁済契約公正証

書により、損害賠償請求権が認識されており、X 社会福祉法人は横領行為に対して、追認

行為はないものと考えられ、法人の明示又は黙示的な客観的意思を有していない金員で

あるから、認定給与とするべきケースには該当しないように思われる。 

本判決の原判決である青森地方裁判所平成 15 年 4 月 22 日判決48においても、「X 社会

福祉法人の A が同法人の資金を不正に引き出して得た経済的利益について、その資金引

出しの際に、X 社会福祉法人が所得税を天引きして徴収する機会があったとは考えられな

いから、これを X 社会福祉法人において源泉徴収義務のある賞与の支払であると解する

ことは困難であり、また、A による資金の引出しは、専ら A の夫 B が営む会社の経営資

金に供する目的で行ったものであるから、他の理事が容認しない
．．．．．．．．．．

ことは明らかであり、
．．．．．．．．．．

X
．

社会福祉法人の客観的意思や事情とは無関係のもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

であって、これを理事長の役員とし

ての職務執行の対価であると評価するのは不合理である。したがって、A が得た経済的利

益は給与所得に該当せず、源泉所得税の納税告知は取り消すべきである。（傍点筆者）」

と判示されていたものであり、X 社会福祉法人から A に金員を支払う明示又は黙示的な

客観的意思を有していないものと判断している。 

さらに、大淵教授についても、「本件事案において、（元理事長 A）の行為を給与の支給

者である（X）社会福祉法人が明示又は黙示的に承認しているというような事実はどこに

も見られないことは、判決も判示しているところであるが、このことは、その社会福祉

法人の特異性からは当然のことであろう。また（中略）分割弁済する旨の債務弁済契約

の公正証書が作成されていることからも明らかである49。（括弧書筆者）」として、青森地

方裁判所平成 15 年 4 月 22 日判決と同様の見解に立っている。 
                                                  

48 税務訴訟資料 253 号順号 9329。 
49 大淵・前掲注 17「判例 法人税法講座(第 14 回)」37 頁。 
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しかし、本判決の事実として、①横領発生時に理事のうち同族関係者が A を含めて３

人いること、②A に対する横領行為について、民事訴訟では争っておらず、債務弁済契約

による公正証書であること、③分割弁済に基づく公正証書であるにもかかわらず、未だ

に A は当該横領金員を支払っていないこと、④納税告知処分後に債務弁済契約公正証書

を作成していること、以上の点を踏まえると、安易に X 社会福祉法人が A に対して賞与

を支払う明示又は黙示的な客観的意思を有していないと断定することは難しいようにも

思われる。以下これら 4 つの点を念頭に置いて検討を行う。 

①に関しては、前述したように、A が横領行為を行った時点において、他の理事の中に

同族関係者が二人含まれており、同族会社の性質が極めて強いものであることから、A の

横領行為に対して、X 社会福祉法人が黙認している可能性も考えられる。また、A の横領

行為の手口のうち、595 万円部分については、X 社会福祉法人の理事ではない第三者であ

る B が発電機システムについての取引形態を売買契約からリース契約に変更させて取引

を行い、販売会社から直接 B へ小切手を返還しているところを考慮すると、他の理事に

見つからずに A が横領行為を行うことは困難なように思われ、X 社会福祉法人は B に金

員が移転するところを黙認しているものと推認することが可能であるように思われる。 

また、②については、民事訴訟により争っていないことから、客観性の観点からは乏

しいことがいえ、③では、分割返済にもかかわらず、A が 1 円の返還も行っていない点

に疑問が生じ、X 社会福祉法人が B に対して損害賠償請求権の返還を催促していない場

合には、X 社会福祉法人から A へ金員等を贈与したものと捉えることが可能であるとい

える。さらに、④では、納税告知処分後に債務弁済契約公正証書を作成していることか

ら、自発的に損害賠償請求権を認識したというよりは、課税当局の納税告知処分に対抗

するために債務弁済契約公正証書を作成したものと推察でき、法人が役員の横領行為に

ついて追認していると捉えることも可能であるものと考える。 

したがって、これらの 4 つを勘案すると、青森地方裁判所平成 15 年 4 月 22 日判決が

判示する「他の理事が容認しないことは明らかであり、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

X
．
社会福祉法人の客観的意思や事
．．．．．．．．．．．．．．

情とは無関係のもの
．．．．．．．．．

」とはいえず、客観的な立場からは、X 社会福祉法人が A に対して

金員を支払う明示又は黙示的な客観的意思を有していると捉えることが可能であると考

え、仙台高等裁判所平成 16 年 3 月 12 日判決の認定給与とした判断は妥当なものであっ

たと考える。 

このように、役員の横領行為に対して、当該役員に対して損害賠償請求を行っている
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という事実だけを持って、明示又は黙示的な意思を有していないとはいえず、客観的な

立場から法人の明示又は黙示的な意思を検討すべきである。具体的な法人の明示又は黙

示的な客観的な意思を有しているか否かの判断基準としては、①横領発生時において、

役員の横領行為について他の役員（株主）が黙認しているか否か、②黙認していないと

すれば、横領発覚後において、法人が役員の横領行為について追認しているか否か、以

上の観点から判断をすべきであると考える。これによって、客観的な立場から法人の明

示又は黙示的な意思を有するか否かの検討を行うことができ、法人の恣意性が介入する

問題は生じないものと考える。 
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終章 役員が横領行為により得た利得に係る認定給与のあり方 

 

 本章では、前章までの検討を踏まえて、役員が横領行為を行った場合に損害賠償請求権

を構成するのか、認定給与とされるのかのメルクマールについて筆者の結論を述べること

としたい。 

 

第１節 役員の横領行為に係る認定給与のメルクマール及び大阪高裁判決の妥当性 

 

１．役員の横領行為に係る認定給与となるメルクマール 

  

前章では、認定給与を認識する上で重要な要件となるものと思われる「法人から役員

に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的な意思があるか否か」に着目して、認

定給与の可否について争われた従前の裁判例を考察し、実務的な側面からの検討を行っ

た。 

その結果、役員の横領行為による金員の領得があった場合に、認定給与となるべき裁

判例とは、法人から役員に金員等が移転していることや、役員が法人を実質的に支配し

ていることだけでは足らず、法人が役員に対して金員等を支払うことについて明示又は

黙示的な意思を有していることを認定したときに、認定給与課税が行われることが妥当

であるという結論に至った。 

ただし、法人の明示又は黙示的な意思とは、法人の主観的な意思ではなく、客観的な

立場から法人の明示又は黙示的な意思を有しているか否かを判定すべきである。具体的

には、①横領発生時における役員の横領行為について、他の役員（株主）が黙認してい

る状況にあるか、②黙認していないとすれば、横領発覚後に法人が横領行為を行った役

員に対して横領金員を支払うことについて追認を行っているか否か、以上の観点から検

討を行うべきものと考える。 

①については、横領行為を行う役員が、堂々と法人の金員等を領得している場合や、

役員の横領行為について他の役員（株主）が黙認していると認められる状況にある場合50

                                                  
50 具体的な例としては、他の役員（株主）が同族関係者によって法人の大半を占めている

ような同族会社のケースであり、このような場合には、他の役員が黙認している可能性が

極めて高いものと推察できる。 
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には、法人から横領行為を行った役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的

意思を有しているものと捉えることができ、このような場合に、認定給与として更正処

分を行うことは妥当であるものと考える。しかし、役員の横領行為が、隠ぺい仮装行為

等により、他の役員（株主）に気づかれないような手法で行われている場合、すなわち、

法人の秘密裏に行われている状況と認められるものである場合には、次の②についての

検討を行うべきものと考える。 

  ②については、役員の横領行為について他の役員が黙認していなかったことを前提と

して、横領行為発覚後の法人側の役員に対する対応が賞与認定の重要な判断要素となる

ものと思われる。すなわち、役員の横領行為に対して、法人が当該役員に対して損害賠

償請求を行わず、当該横領金額の返還を免除した場合のように、法人が追認行為を有し

ていると認められる場合には、法人から役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な

客観的意思を有しているものと認定でき、認定給与課税を行うことが妥当であるものと

いえる。しかし、役員が刑事訴訟により業務上横領罪に場合や、法人が民事訴訟等によ

り、損害賠償請求権を取得しているような場合には、法人の追認行為は無いものと認め

られ、そのような場合には、法人の明示又は黙示的な客観的意思を有していないものと

認められるから、認定給与とすべきではないものと考える。 

 これらを踏まえて、第３章で前述した松沢教授の（c）事実上の推認（事実認定）とし

ての意味における認定給与は、法人の意思するところとは別に賞与と認定されてしまう

事例が含まれていることから、上記のような法人が役員に対して金員等を支払う明示又

は黙示的な客観的意思を有していないものと認められるケースまで松沢教授の（c）の場

面に該当するものと思われ、このようなケースをすべて認定給与とする松沢教授の考え

方は支持できないものと考える。 

したがって、役員の横領行為発生時において、当該横領行為が他の役員の全く知らな

いところで行われたものと認められ、さらに、横領行為発覚後に法人が、横領行為を行

った役員に対して民事訴訟等により損害賠償請求権を取得しているような事例である場

合には、認定給与課税を行うべきではないものと考え、役員の横領行為に関して損害賠

償請求権を取得するのか、認定給与とされるのかのメルクマールとしては、法人から役

員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意思の観点から検討されるべきもの

であると考える。 
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２．大阪高裁判決の妥当性 

 

 大阪高裁判決の賞与認定の判断は、理事長が法人の全面的な支配権を有しているもの

と認定できたならば、当該理事長が不正な行為を行い、先の民事訴訟により当該法人が

理事長に対する損害賠償請求権を確定していたとしても、領得した金員は理事長の地位、

権限に基づく法人から理事長に対する賞与であると認定したものであり、法人側の意思

やその後の行動にかかわらず、即座に賞与と認定するものであったといえる。 

しかし、実質的な支配権のみを理由に賞与と認定することについては、先の民事訴訟

により確定した損害賠償請求権を否定する具体的な根拠とはいえず、役員の横領行為に

よる金員の領得を賞与と認定することについては、論理が不十分であるものと考える。 

また、大阪高裁判決では、法人の実質的な支配権を有する理事長が横領行為を行った

場合に、法人の金員等を領得することができるという権限だけを前提に判示しているも

のであるが、実際には法人の金員等を領得することができることの他に、他の理事（株

主）に対して横領行為を行った事実（情報）を隔離することができる権限を有しており、

この点に関して大阪高裁判決は何らの判断がなされていないのである。 

したがって、大阪高裁判決は、法人の実質的な権限を有する理事長の横領行為は金員

を容易に領得することができるから即座に賞与とするのではなく、当該理事長が、他の

理事に横領行為を行っていた事実（情報）を全く与えさせないことができるという権限

を有していることを前提に置くべきであり、このような観点からの検討を行うべきであ

ったと考える。 

そして、これらの前提を考慮した上で、前述した法人から役員に対して金員を支払う

ことについて明示又は黙示的な客観的意思を有しているか否かの検討を行う。具体的に

は①横領発生時において役員の横領行為について他の役員（株主）が黙認している状況

にあるか否か、②黙認していないと認められる場合には、横領発覚後において、法人が

役員に対して金員を支払うことを追認している状況にあるか否か、以上の観点から法人

の明示又は黙示的な客観的意思についての判断を行う。 

元理事長 A の横領行為の手口については、経理担当の C と共謀し、簿外の裏口座を使

って、経費の水増計上等により得た金員を当該裏口座に入金して横領行為を行っている

ものである。仮に、A が X 社会福祉法人の金員を自分の思うままに使うことができる程

X 社会福祉法人を実質的に支配している状況にあったとしたら、C と共謀して横領行為を
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行う必要もないし、簿外口座を使用するような回りくどい手口は使わず、堂々と法人の

金員を領得するように思われる。つまり、このような横領行為の手法が採られているこ

とから、当該横領行為は、他の理事に気づかれないように横領行為を行っているものと

思われ、①の観点からの検討は、他の理事等が A の横領行為について黙認している状況

とは認められないものといえる。 

続いて②については、横領発覚後に A を含む理事 10 人が辞任していること、源泉所得

税納税告知前に民事訴訟により A に対する損害賠償請求を行っており、当該損害賠償請

求権が認められていること等から勘案すると、X 社会福祉法人は A に対して金員等を支

払うことについて追認行為を有していないものと認められる。 

したがって、X 社会福祉法人は A の横領行為による金員の領得について、明示又は黙

示的な客観的意思を有していないものと認められることから、認定給与とすべきケース

には該当しないものといえる。換言すれば、大阪高裁判決の認定給与とした判断は、妥

当なものとはいえず、先の民事訴訟と同様に税務上においても役員の横領行為と認定し、

損害賠償請求権を認識すべきものであると考える。 

 

第２節 役員の横領行為による金員等の利得に係る認定給与に対する提言 

 

本論文で扱った役員の横領行為があった場合の認定給与に関する問題は、下級審の判断

で分かれているのが現状である。 

しかし、役員の横領行為に係る認定給与の問題は、実質的な支配権を有する役員の地位

又は権限として、法人の金員等を領得することができることの他に、他の役員（株主）に

対して横領行為の事実（情報）を隔離することができるということを前提として考慮した

上で、法人から当該役員に対して金員等を支払う明示又は黙示的な客観的意思を有してい

るか否かの観点から検討を行うべきであり、このような認定給与のあり方が司法の考え方

として望ましいものであると考える。 

また、執行面の観点からも、法人税基本通達において以下の内容の通達を発遣すること

を提言し、取扱いの明確化が図られることに期待したい。 

 

「役員の横領行為による金員等の領得について、法人が明示又は黙示的に当該役員に対し

て金員等を支払うことを追認する意思を有しているものと認められる場合には、法人税法
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34 条に規定する損金不算入とされる役員給与に該当するものとして取り扱う。」 

 

第３節 研究の限界と今後の課題 

  

本論文では、役員が横領行為による金員の領得を行った場合の認定給与の論理構成につ

いての検討を行ってきたわけであるが、その結果、役員の横領行為に係る認定給与の問題

には、法人が横領行為を行った役員に対して金員を支払うことの明示又は黙示的な客観的

意思を有する要件が必要であるという結論を出すことができ、研究目的である納税者の予

測可能性の観点からは本来の目的を果たすことができたものと考えている。 

 しかし、役員が横領行為を行った際の問題は、これだけでは止まらず、認定給与となっ

た場合に、法人から役員に対する賞与の支給時期の問題や、役員に対する損害賠償請求権

の計上時期の問題についても検討されなければならないものと考える。 

 特に損害賠償請求権の計上時期に関する問題については、横領発生時に損害賠償請求権

を計上すべきとする見解（最高裁判所昭和 43 年 10 月 17 日判決）、横領発覚後に損害賠償

請求権をすべきとする見解（東京地方裁判所平成 20 年 2 月 15 日判決51）、現金等として回

収した段階で益金を認識する見解等、現在においても裁判例、学説の見解がわかれており、

今後の動向に注目したい。 

                                                  
51 判例時報 2005 号 3 頁。 
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